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背景と目的

◼背景

⚫ 「令和2年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調査等事業（電気取引における新たな特定計量制度を実施するため

の技術的検討及び次世代スマートメーターの課題・検討調査）」（以下、「令和2年度調査」という。）において、「次世代ス

マートメーター制度検討会」（以下、「次世代スマメ検」という。）及びワーキンググループが開催され、再生可能エネルギー等の

分散型リソースの導入拡大や、電力分野のデジタルトランスフォーメーション（以下、「電力DX」という。）を見据えた議論が行

われ、次世代スマートメーターの標準機能に関して中間とりまとめがなされた。

⚫ また、「特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会」（以下、「特定計量委員会」という。）及びワーキンググループが開

催され、昨年6月に成立した電気事業法の改正に伴い導入される「特定計量制度」の制度設計の検討等を実施し、本年2月

10日に開催された第3回特定計量委員会において基準案・ガイドライン案を含む「特定計量制度に係るガイドライン（案）」

が取りまとめられた。

◼目的

⚫ 次世代スマートメーターの標準機能について、中間取りまとめ等を踏まえ、搭載する際に新たに課題となる関連論点や個別論

点について、改めて詳細に調査・対応策の整理を行った。

⚫ また、特定計量制度については、2022年4月に施行予定であり、昨年度事業において取りまとめられた特定計量制度に係る

ガイドライン案をもとに、本制度を実施する際の準備を進めていくために、民間団体が規格等を作成する際の課題や規格の検

討状況等の調査、課題への対応策の整理を行い、特定計量の開始の前に届け出なければならない内容等を電気計量制度

の専門的な観点から整理し、特定計量制度に係るガイドライン、様式等の検討を行った。
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「標準対策要件に新しく盛り込むべき事項」について

⚫ 昨今の経済安全保障を取り巻く動向や、次世代において共同検針や特定計量制度への対応により外部接続

事業者の機器やシステムと接続するなどスマートメーターシステムが拡張性を持つこと、現行のスマートメーターシステ

ムより次世代のスマートメーターシステムへ移行すること等を踏まえて、潜在的な脅威・リスクを抽出・整理。

⚫ 特に「維持すべきサービスレベル」を満たすために、下記のとおり対応すべきセキュリティ項目を特定し、要件を設定。

本WGのアウトプット内容
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【参考】維持すべきサービスレベルについて

⚫ 次世代スマートメーターシステムを取り巻く状況変化を踏まえ、第１世代スマメセキュリティWGで定められた維持すべきサービスレベル

を下記のとおり追加。

⚫ 次世代スマートメーターシステムについて、遠隔アンペア制御機能など新たな機能が搭載されようと、スマートメーターのサイバーインシ

デントにより、意図せざる制御や誤作動が引き起こされ、大規模停電等の供給支障が生じないことは大前提であり、引き続き、

電力の安定供給に支障がないよう留意すべき。

⚫ また、共同検針の実施等により、外部事業者が所有する機器とメーターが無線端末等経由で接続することや、高粒度の計量値

の取得等により、将来的な需給調整市場等での計量値の活用や計量値を基にしたデータの利活用ビジネスの拡大が想定される

中、メーターによる電力使用量（計量値）の適切な計量及び管理（保存）は維持されるべきであり、一般送配電事業者は、

計量値を改竄されることなく必要な期間保存する必要。

＜維持すべきサービスレベル＞

①電気の安定供給に関すること

• 供給支障電力が７千kW以上７万kW未満でその支障時間が１時間以上、７万kW以上でその支障時間が10分以

上の供給支障事故が生じないこと

• 意図せざる制御が行われ、又は誤作動しないこと

②取引等に必要な情報（電力使用量等）の提供に関すること

• 小売電気事業者による需要家への料金請求に関して需要家の電力使用量等の情報を小売電気事業者に提供する

こと、30分電力使用量等の情報をベストエフォートで60分以内に小売電気事業者に提供すること 等

③情報の適切な管理に関すること

• 情報を適切に管理し、その漏洩等が生じないこと

• 計量値を改竄されることなく必要な期間保存すること

本WGのアウトプット内容
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１．次世代スマートメーターシステムに関するセキュリティ対策の検討
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２．想定すべき脅威と維持すべきサービスレベル
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２．想定すべき脅威と維持すべきサービスレベル
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３．セキュリティ対策の方向性・内容

標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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４．今後の検討の方向性
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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別紙 次世代スマートメーターシステムの標準対策要件に新しく盛り込むべき事項
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低圧での検討を踏まえ、高圧・特高・発電メーターに対するニーズ、技術的特性を踏まえ、

以下の論点について検討した。

高圧・特別高圧の需要家側メーター及び発電側メーターの課題

遠隔アンペア

制御機能

取得項目（有効電

力・無効電力・電

圧）・粒度頻度

データの保存期間・記

録期間

Bルート通信方式・粒度

• 遠隔でスマートメーターの契約電流を制御することで、大規模災害時に需要家側の使用電力を面

的に制御し、大規模災害等に対する対策手段の確保が期待される。

• 低圧では搭載の方向性が示されたが、高圧・特高の扱いをどのようにするか。

• スマートメーターの5分毎の有効・無効電力量・電圧を取得することによる配電系統の運用高度化・

再エネ導入拡大が期待される。また、取引単位見直しへの備えとして、15分値の取得についても

検討に値する。

• 低圧では、30分値に加えて、3%程度以上の5分値を10分以内/10％程度以上のヒストリカルデー

タを数日以内に取得、15分値を計量器に保存することとしたが、特高・高圧も同様にするのか。

• 低圧では、具体的な日数を一律に規定するのではなく、各データの用途によって、必要な期間保存

することが取りまとめられており、高圧・特高も同様にするのか。

• 低圧と同様、高圧Bルートの有効電力量の1分値の60分保存は欠損補完に資することが期待され

る。

• また、現行仕様では有線が採用されているが、無線ニーズもあり、どのような通信方式が効果的か。

2.1 遠隔アンペア

制御機能

2.2 取得項目

（有効電力量・無

効電力量・電

圧）・粒度頻度

2.3 データの保存

期間・記録期間

3.2 高圧メーター

のBルート通信に係

る技術検討・整理

課題 概要
本報告書での

掲載箇所

（高圧・特高のBルートについては、「3.Ｂルート通信の欠損対策等に係る技術検討・整理」に、停電検知については、「参考：スマートメーターを活用した停電検知の方向性」に別掲した）

高圧・特別高圧の需要家側メーター及び発電側メーターの課題

停電検知

参考：スマートメー

ターを活用した停電

検知の方向性

• 高圧でも引込線・末端の高圧線断線もあり得る一方で、高圧以上では配電自動化システムの活

用が進んでいる点などを踏まえ、低圧と一体として検討が必要。
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遠隔でスマートメーターの契約電流を制御することで、大規模災害時に需要家側の使用電力

を面的に制御し、大規模災害等に対する対策手段の確保が期待される。

遠隔アンペア制御機能で想定される便益

出所）第3回次世代スマートメーター制度検討会 資料１
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【参考】需給ひっ迫時の対応
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昨年度の中間とりまとめでは、スマートメーターの5分毎の有効・無効電力量・電圧を取得する

ことによる配電系統の運用高度化・再エネ導入拡大の便益が取りまとめられた。

5分値の便益概要

出所）次世代スマートメーター制度検討会中間とりまとめ
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◼低圧メーターでは、「電力損失削減」「電圧等適正運用」「CO2排出削減」の便益が示された。

【参考】低圧メーターにおける5分値の費用便益分析結果

出所）第5回次世代スマートメーター制度検討会 資料2

有効電力・無効電力・電圧取得取得の費用便益分析
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需給調整市場等の取引単位が見直された際に迅速かつ効率的な切り替えができるよう、

備えておくことが想定される。

15分値の便益概要

出所）次世代スマートメーター制度検討会中間とりまとめ
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(I)低圧と同様の取得項目は実現できるか？、(II)低圧と同様の粒度・頻度は実現できるか？、

の二つの論点について検討した。

高圧・特高メーターにおける論点

(I)低圧と同様の取得項目

は実現できるか？

(II)低圧と同様の粒度・

頻度は実現できるか？

• 有効電力量・無効電力量・電

圧を取得

• 30分値に加えて、3%程度以上

の5分値を10分以内/10％程

度以上のヒストリカルデータを数

日以内に取得することとなってい

る

• 更に将来、取引単位が15分化

することに備えて、15分値を計

量器に保存する

低圧での方向性

• 有効電力量・無効電力量は既

に取得・活用できており、電圧を

取得・活用できるかが論点

• 系統運用上は粒度・頻度が細

かいほど好ましく、5分値のリア

ルタイムデータやヒストリカルデー

タを高頻度で取得できないか。

ネットワークの要求品質の決定

にあたっては、データ規模と許容

する遅延を踏まえる必要

• 併せて、15分化への対応費用

についても検討

特高・高圧での議論のポイント

高圧・特高メーターにおける論点

2.2.1 電圧の取得

本報告書での

掲載箇所

2.2.2 有効電力

量・無効電力量の

5分値の取得

2.2.3 有効電力

量・無効電力量の

15分値の取得
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特高・高圧スマメは系統の電圧を直接取得できない中、

どのような取得方法が適切かを検討した。

基本的な考え方

東京電力PG提供資料
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【参考】昨年度の検討の中では、15分値化への対応によって、

10年間で320億～660億円の便益が見込まれている。

【論点２-②】取得項目（有効電力量・無効電力量・電圧）・粒度頻度｜ 15分市場への対応

◼Aルートの品質を向上し、仮に有効電力量の15分値を、15分頻度でデータ送信し、小売事業者等が30分以内に取

得できる ようにすることで、発電・小売事業者等が、価格シグナルへの適切な応動が可能となり、インバランスの回避

行動が促されると想定する。この場合の便益（10年間）は、320億～660億円の便益が見込まれている。

出所）第4回次世代スマートメーター制度検討会 資料3
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高圧・特高の計測データの保存・記録期間は、低圧と同様の機器やシステムスペックとする。

データの保存期間・記録期間

◼低圧メーターにおける計量器やシステムにおけるデータの保存期間については、具体的な日数を一律に規定するので

はなく、各データの用途によって、必要な期間保存することが取りまとめられている。

計器への保存期間 サーバー等への保存期間

保存期間 便益・考え方 保存期間 便益・考え方

30分値 精算に必要な任意の期間 • JIS C 1271-2の5.6.1「結果の読み取りやすさ」 に

「少なくとも1か月の期間定格動作をさせた場合 で

も、表示がオーバーフローせず、電力量を保存及 び

表示できなければならない」との記載あり。

3年間 • 現状は一般送配電事業者各社の運用に合わせて

数カ月～2年間の保存期間が仕様とされている。

• 配電事業制度では、配電事業を営もうとする者か

ら一般送配電事業者に過去の実績値等のデータ

の提供の依頼があった場合、過去3年間のデータ提

供をルール化することが検討されている。

（MDMS以外での保存も可）

15分値 （15分値に切り替えられた

場合は、精算に必要な任

意の期間）

• 同上 （15分値に切り替

えられた場合は、3

年間）

• 同上

5分値 データのサーバー送信等に必

要な任意の期間

• トラブルや災害対応等でデータが取得できない期間

が発生することも考えられる。必要なデータを確実に

取得可能な保存期間を検討すべきである。

3年間 • 1年以上のデータあることで、前年度データの比較・

分析が可能である。

• 将来的なデータ分析の可能性を考慮すると、可能

な限り長期間保存することが望ましいが、サーバー

規模の拡大など、費用増加要因となる。

• 上記の30分値と同様に3年程度の保存期間を選

択することも一案と考える。（MDMS以外での保

存も可）

低圧における、計測データ保存・記録期間

出所）第5回次世代スマートメーター制度検討会 資料3 よりNRI作成
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Bルートの通信方式、搭載方法を詳細に検討した。

検討の考え方

◼中間とりまとめにおいては、１分値の有効電力量は、Bルートのデータ欠損に対し再取得を可能とするために60分間

保存することとしたが、通信方式については、2.4GHz帯Wi-Fi方式等の課題を踏まえ引き続き検討する、とされた。

◼これを踏まえ、本調査においては、詳細検討を通じて多面的な観点で効果的な通信方式、搭載方法の検討を行っ

た。

Step1

通信方式の検討

Step2

搭載方法の検討

Step3

詳細検討

3.1.1 通信方式の検討
本報告書での

掲載箇所

概要

3.1.2 搭載方法の検討 3.1.3 詳細検討

• 2.4GHz帯Wi-Fi方式に加え、

5GHz帯Wi-Fi、Bluetooth

等を含め、比較検討した。

• また、実利用環境を模擬し

た実証による検証も行った。

• 通信方式の動向を踏まえ、

柔軟性を確保する方法につ

いて検討した。

• 費用便益分析を踏まえつつ、

技術実現性やセキュリティ、

構造面など多角的な詳細

検討を行った。

検討の進め方
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【参考】周波数帯の特徴

◼ 無線は周波数帯によって特徴が異なり、電波の特性は周波数に依存する。

2.4GHz帯よりも、920MHz帯の方が、回り込み特性など、障害物に強い傾向がある。

845～860MHz

及び928～940MHz
920MHz帯 2.4GHz帯 5GHz帯

周波数帯域の

特徴

デジタルMCAとして配車等の陸運、

防災行政無線等に活用されている

帯域。

第二世代携帯電話の方式であり、

電波の効率的利用の観点から

移行が決まっており、「跡地」となる

同周波数帯の活用方法が現在

検討されている。

現行スマートメーターで活用。

多くのセンサー機器が共同利用

することを想定した周波数のため、

前述のARIBの規格により、連続で

送信できる時間や1時間あたりの

電波の総送信時間などの制限が

定められていて、伝送できるデータ

容量が限られている。

無線LAN（Wi-Fi）で幅広く

活用されている。

ISMバンド上に割り当てられており、

無線LAN以外の製品においても

利用されている。

無線LAN以外（電子レンジ、

Blouetooth、コードレス電話等）

も干渉源となり得る。

屋内では無線LAN専用に提供

されているため通信は比較的安定。

但し、5.3GHz帯、5.6GHz帯は

レーダーと共用のため、DFSという

レーダー検知/レーダー回避の機能が

必要。

規格
IEEE802.11ah (Wi-Fi HaLow™)

国内の利用条件未確定
IEEE802.15.4（Wi-SUN）等

IEEE802.11（Wi-Fi）

IEEE802.15.4（Zigbee）

IEEE 802.15.1（Bluethooth）等

IEEE802.11（Wi-Fi）

回り込み特性 大きい 中ぐらい 小さい

障害物 強い 中ぐらい 弱い

電波干渉 少ない 多い 少ない

屋外利用 〇 〇

△

（5.3GHz帯は屋内のみ、5.2・

5.6GHzは条件付で屋外可）

出所）総務省 「工場向けワイヤレスIoT講習会 座学講習テキスト」等よりNRI作成
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実利用環境においてBルートの通信方式の比較を検証した。

なお、実証は、一般財団法人電力中央研究所において行った。

Wi-Fi実証の概要

※実証にあたっては、現在の法制度の下で活用可能な技術、出力において行った。

基本的な

考え方

✓ Bルートに使用可能な周波数帯や無線通信技術としては、920MHz帯のWi-SUNや2.4GHz帯の

Wi-Fiが考えられる。

✓現行は、920MHz帯（Wi-SUN）が使われているが、幅広く活用されている汎用性や通信容量の

観点からは、2.4GHz帯のWi-Fiや将来的には920MHz帯のWi-Fi HaLowが代替技術の候補とし

て考えられる。

✓一方で、現時点で利用可能な2.4GHz帯のWi-Fiについては、通信距離の観点から課題があり、

その点について、極力実利用環境の下での実証を行うこととする。

検証内容

✓ 920MHz帯（Wi-SUN）と2.4GHz帯（Wi-Fi）について、現在の法制度の下で、住宅の構造や

素材等の影響や電子レンジ等の電波干渉等の実利用環境において、スマートメーターからの距離

や障害物の状況、高さ（戸建ての 1階／2階）に応じた通信品質を計測、比較した。

Wi-Fi実証実証の概要
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920MHz帯Wi-Fiなどの可能性も踏まえると、技術の進展に対応できるよう柔軟性を持たせ、

その時々に応じて効率的な無線方式を選択できるようにすることが重要であると考えた。

搭載方法の検討

無線

920MHz帯

2.4GHz帯

Wi-SUN

（現行）

Uバスエア

Wi-Fi

無線通信方法

Wi-Fi

すでに導入済みだが普及が課題

ただしAルート等で利用されているため、

廃止は困難

ガス・水道の検針

通信方式 概要

920MHz帯は国内未承認

大容量の通信が可能で広く普及

家電等も2.4GHz Wi-Fiを搭載しており、

将来、特例計量器での利用を視野に

入れると経済性の観点からメリット

将来的な技術の変化の可能性

周波数の割り当てが決定し（2024

年までには決定との見方もある）、

Wi-Fi HaLow等が活用できる可能

性がある

米国では1,000mWの出力が許されてい

るのに対し、日本でのWi-Fiは、

10mW/MHzに規制されており、緩和さ

れれば通信距離が広がる

920MHz帯

Wi-Fi

2.4GHz帯

5GHz帯

Wi-Fi
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【参考】IEEE 802.11ah規格の概要

◼ 802.11ah規格は、Wi-SUN等LPWAの通信方式と同様に「小電力」「長距離」の通信が可能であり、IoT領域での活用に適する

Wi-Fi規格。

◼ ①ワールドワイドのデファクト規格ベース（Wi-Fi HaLow）、②IP通信が可能、③フルオープン④自営設置が可能、⑤数Mbps程度

のスループットの可能性、が特徴。

◼ 総務省「電子タグシステム等作業班および陸上無線通信委員会」で審議されている。

出所）802.11ah推進協議会資料

802.11ah規格の特徴 802.11ahの活用
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◼ HEMSの導入ポテンシャルは160万世帯(悲観ケース)～320万世帯(中庸ケース)として試算。

⚫ 第4回検討会にて、三菱総研が「生活者市場予測システム」における2020年度アンケート調査に基づいて導入ポテンシャルを試算。

⚫ 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第48回会合）ではHEMS・スマートホームデバイスの2030年導入・普及見通しは85%としている。

◼ HEMSによる省エネ効果は5%として試算。

⚫ 電力中央研究所が発表した報告書では、効果の持続性に不透明な部分が残ると指摘しながらも平均して10%程度の省エネ効果を見込むとされ

ている。その他、積水ハウス・三菱電機の公開情報でも、HEMSによる省エネ効果として5～15%と発表している。

◼ Wi-Fi導入による便益(10年間)は約970～1,940億円と試算される。仮にHEMS導入が全世帯の85%まで進んだ場合は4.2兆円。

⚫ 更には、HEMSに搭載するWi-Fiモジュールは流通量が多いため、現行のWi-SUNと比較して安価であり、HEMS機器の販売価格を押し下げる効果

やWi-Fiルーターによる代替も期待される。

【参考】便益の考え方については、昨年度Wi-Fi搭載に関する便益の考え方を踏襲

便益の想定

出所）資源エネルギー庁「第4回次世代スマートメーター制度検討会 資料3」よりNRI作成

5,500

kWh / 年
5%

HEMS導入

ポテンシャル

標準的な4人家族の

年間電力消費量

HEMSによる

省エネ効果

HEMSによる

省エネ電力量

低圧電力単価

(2020年度水準)

HEMSによる

省エネ電力量
想定便益

160万世帯

320万世帯

6,885万世帯

44百万

kWh / 年

88百万

kWh / 年

1,893万

kWh / 年

22円 / kWh

44百万

kWh / 年

88万

kWh / 年

1,893万

kWh / 年

97億円/年

194億円/年

4,165億円/年

悲観ケース

中庸ケース

目標ケース

悲観ケース

中庸ケース

目標ケース

10年間の便益＝968億円

10年間の便益＝1,936億円
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以上を踏まえ、交換可能な通信部とし、無線の普及予測を踏まえ、Wi-SUNに加えた通信

部のオプションとして、まずは、Wi-Fi2.4GHzを搭載することが効果的。

有線に関しては、PLCの普及率が極めて低く、廃止が妥当。

低圧スマメの通信方式

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2000   2005   2010   2015   2020   2025   2030   2035   2040 2045

家庭の無線LAN

普及率

Wi-Fi HaLow®等新しい通信技術が2023

年に普及が始まり、無線LANと同様に普及

が想定すると仮定した場合の普及曲線

Wi-Fiアライアンスが無線LANメーカー

間の相互接続認定業務を開始

出所）総務省「通信利用動向調査」等より試算

将来的な通信方式の可能性

進化のめまぐるしいICTにおいて新しい通信方式が導入されると、次世

代スマメの導入当初は普及は見込めないものの、展開中に普及が進

む可能性がある。

●：実績

―：回帰曲線

PLCの普及率

現行スマメでは、PLC（有線）というオプションもあるが、現状、利用率

は極めて低い。PLCを搭載したHEMS機器が商品化されていないこと等

が障壁となり、普及が進んでいない。

出所）第2回スマートメーター仕様検討WG資料
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欠測補完に対応する有効電力量の1分値の60分保存、及び、通信方式について検討した。

特高・高圧メーターのBルート通信に関する課題

有効電力量の1分値の

60分保存

通信方式

• 有効電力量の1分値の60分保存は欠損補完に資する。

• 低圧メーターにおいては、費用対便益が成立したが、特高・高圧メーターではどうか。

• 特高・高圧メーターにおいては、Bルートの通信方式は有線（イーサネット）とされている。

• 他方、メーターと事務所との距離があり、無線のニーズもある。

• 特高・高圧メーターにおいても、有線に加え無線機能を有することが効果的か。

3.2.1 有効電力

量の1分値の60分

保存

3.2.2 通信方式

課題 概要
本報告書での

掲載箇所

特高・高圧メーターのBルート通信に関する課題
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低圧と同様、高圧Bルートの有効電力量の1分値の60分保存は欠損補完に資する。

費用対便益試算が成立することから、採用する。

有効電力量の1分値の60分保存

◼低圧においては、欠損値が出た際に、60分値を計器保存することで、欠損値を再取得する際に、CTセンサーなどを

設定する必要がなくなるため、便益があると整理されている

◼高圧においても同様の便益が想定されることより、下記のとおり費用対便益試算を行った

約2億円

◼ 定置用蓄電システム普及拡大検討会では業務・産業用蓄電池は

2030年までに約10万か所で導入が進むと推計

◼ このうち低圧と同様に20～25%でBルートの1分値を用い、1件当たり

10,000円程度のCTスキャンを省略できるとすると、便益は約2億円

約2,000万円

◼ 昨年度の電事連試算では、1分値を60分、低圧スマメのメモリ増強

にかかる費用は約20億円

◼ メーカーヒアリングより、メモリ増強費用の単価は概ね特高・高圧と低

圧で同様なことから、低圧と特高・高圧の台数の比をとってとって、

20億円の約1/100とし、特高・高圧の費用を約2,000万円と試算

便益 費用

Bルートの1分値取得の費用対便益試算

出所）第5回 次世代スマートメーター制度検討会 資料1、第4回定置用蓄電システム普及拡大検討会 資料4よりNRI作成
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高圧・特高のBルートの通信方式は無線に変えるニーズがありつつも、

無線のみを採用すると需要家によっては利便性が低下すると考えられる。

通信方式に関する基本的な考え方

◼高圧・特高のBルートの通信形式は現在は有線（イーサネット）である

◼次世代スマメにおける仕様の検討にあたっては、現状の有線の他に、無線方式にもニーズがある

⚫ 無線方式に対するニーズ：

• Bルート利用予定場所とスマートメーターが離れている需要家は有線で接続するにはケーブルの埋設などの高コストの工事

が必要であり、無線で接続できることが好ましい

⚫ 有線方式に対するニーズ：

• メーターが地下の機械室などに設置されている需要家は、無線で接続が難しく有線接続できることが好ましい

• Bルートの用途上、欠損値が認められない需要家は、原則欠損がない有線方式で接続できることが好ましい

◼上記を踏まえて、例えばシングルペアイーサネットなど、データ送信と無線機への電力供給を同時に伝送できる有線

規格を用いることで、有線方式に対するニーズに応えつつも、多様な機器と接続できる柔軟性を確保する方法など

も考えられるのではないか
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高圧スマメで、無線ニーズが高いのは、

メーターから建屋までの距離が近く遮蔽物が無い高圧ユーザー。

Bルート無線ニーズ

メーターから建屋ま

での距離が近い/

遮蔽物がない

メーターから建屋ま

での距離が遠い/

遮蔽物がある

無線ニーズ低い

無線ニーズ高い
※特に、複数の事業者でBルートを活用する場合には

無線の方が使い勝手が良い

高圧ユーザー特性とBルート無線ニーズイメージ

メーターと建屋の位置関係 無線ニーズ

例

• 建屋に近い一号柱にメーターが設置される場合

• 建屋の壁面にメーターが設置される場合

• メーターが設置されたキュービクルが建屋に近い場合

例
• 大規模な事業所でメーターが建屋から遠い場合

• 地下の電気室にメーターが設置されている場合
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【参考】無線ニーズの事例

◼コンビニ、ガソリンスタンド等においては、スマメが事務所から離れた場所に設置され有線の接続工事が高コストである

場合がある。無線の設置にあたっても、電源の敷設も併せて必要となる。

◼ただし、無線は電波環境に依存することから、使えない場合も多いことが想定される。

出所）第1回 スマートメーター仕様検討ワーキンググループ 資料2-3
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すでに活用されている有線を主としつつ、無線にも対応できるよう電源の供給ができる接続規

格についても検討した。ただし、電源供給は規格に対応できる電圧、消費電力を用意すること

が必要であり、既存の変成器の対応可能性にも配慮することが必要

電源の供給方法

◼ 以下、接続規格の比較

◼ 費用試算の根拠として用いた各費目に関しては、相対的な費用感の比較のためにメーカーヒアリング等で得たもの

USB Ethernet SPE （参考）Wi-Fi

通信部コスト(ケーブル含まず) 400～600円

650～900円

(電源供給できるようにPoE

とすると追加コストが必要)

1,250～1,550円

(電源供給できる仕様に

すると追加コストが必要)

1,300～1,600円

通信速度 数十Mbps～数Gbps 10M / 100M / 1G…bps 10Mbps -

有線運用

有線距離 5m 100m 15-300m -

電源供給

◎

可能であり、現行スマート

メーターと同程度の出力電

力で対応可能*5

4.5W*1/15W*2

/25W*3 /100W*4

○

PoEの場合は可能であるが、

出力電力の上限引き上げ

が必要*6

15.3W / 30W

○

可能であるが、出力電力の

上限引き上げが必要*6

40W

-

防水性
―

屋内耐候形を採用している

ため防水性能は不要

―

屋内耐候形を採用している

ため防水性能は不要

―

屋内耐候形を採用している

ため防水性能は不要

-

無線運用 Wi-Fiへのメディアコンバータ
◎

安価

○

存在

×

現存しない
-

特徴 汎用性が高い
高圧スマメにて

実用化されている
主に産業用で用いられる -

*1) Default USB Power、*2) USB Type-C Current、*3) USB BC 、*4) USB PD、 *5) USBはスマメ駆動用電圧(５V)と同じであり、電圧変換回路等は不要。

*6) 現行の低圧スマートメーターは、 5W (5V×1A)であり、出力電力の上限を大きく引き上げた場合はスマートメーターの回路等の大幅な構造組み換えも必要となる。
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変成器の仕様及び検定の制約から、電源の供給には対応が困難。

一方、無線搭載に係る消費電力に関しては、電源供給上限内に収めることは可能。

高圧メーターの電源の制約条件と対応可能性

高圧メーターの電源の制約条件と対応可能性

機器の仕様の制約

変成器の負担の定格
検定の制約

使用負担の範囲

概要

対
応
可
能
性

• 国際規格に従うPoEやSPEでは消費電力が変成器の定格を超えることとなり対応不可。電圧もPoE、

SPEは12～数十Vであり高圧メーターの標準的な電圧（5V）を大きく超える。

• USBは低圧同様、ドライバへの対応の難しさ等から対応不可。

• 高圧の変成器（特に小口高圧）では負担の

定格は15VAが一般的であり、それを超える消

費電力は得られない。

• 一送の仕様に基づく無線であれば自由度は高

く、定格を超えるようなことはない。

• 変成器の定格以下であっても、変成器と計量

器の組み合わせた場合の消費電力の制限

（使用負担の範囲）があり、それを超えると検

定の取り直しになり現実的ではない。

• 現行スマメでは、通信モジュールの負担上限*は

0.9～5.2VA**。

無線搭載
一送による無線

サービスの提供

電源供給
ユーザー側の

無線端末接続

• 無線の場合には、通信方式によって負担がこと

なり、消費電力が比較的大きいWi-Fiは、使用

負担の範囲を超える可能性があるが、Wi-

SUNは問題ないと考えられる。

✓ Wi-SUN 0.4~2 VA**

✓ Wi-Fi 2~3.8 VA**

*通信部の回路・Aルート等に使われている部分を引いて残った自由に使える通信部の供給電力

**電事連によるメーカーヒアリング結果
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【参考】高圧・特高メーターの検定

◼変成器付きメーターの場合には、計器と変成器に必要な検定の期間に差異があり、初回の検定（提出検定）後

変成器が期限を迎えるまでの計器の検定では、変成器無しでの検定が認められる（特別検定）。

出所）日本電気計器検定所ホームページ
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高圧スマメの無線搭載対応による便益は、費用対便益が十分期待される。

高圧スマメの無線対応における費用便益分析

約150億円費

用

便

益

31億円

120億円

＋

スマメの無線化の

費用*1

需要家側への

機器等設置費用
100万円＝

注：省エネによる発電コストの低減、VPPによる再エネの導入等の価値

は、電気料金の削減、調整力収益に含まれていると想定。同様に、アグ

リゲータのコストは、アグリゲータのプロフィットで賄うと想定。

*1：Wi-SUNを高圧スマメ全数に設置する費用（電事連推計）

*2：BEMSアグリゲータヒアリング

*3：全国6万件のコンビニのうちロードサイドが20%（箸本・駒木

（2009））であると想定

1件あたりBEMSの設置費用

（工事費込）*2

1.2万件×

＝ 無線の導入件数*3

53万円/件 ＝

53万円/年

0.2万円/年

＋

電気料金の削減

調整力収益

9.3万円

43.7万円

＋＝

需要家1件あたり便益

従量料金削減

100万円/年

年間の基本料金*4 削減率*5

9.3%×＝

＝ 470万円/年

年間の従量料金*6 削減率*7

9.3 ％×

＝ 2kW/件

供出量*8

2,000円/年

kWあたり単価*9

50%×

アグリゲータとのプロフィット

シェア率

純

便

益

＋約295億円

＝

－

約445億円

7年

＝

×
1.2万件

×

*4：契約電力50kW、東電EPの業務用高圧の料金を想定

*5、7：地球温暖化対策計画のBEMSの省エネ率は過去の補助実績

*6：小口高圧を45万口（電事連Infobase2012）とし1口あたり年間

需要量28万kWh

*8：小口高圧のVPP実証結果を参照

*9：容量市場の第1回オークションでは約14,000円/kW等の価格がある

が、国際的な調整力の水準が数千円/kWであることを踏まえ固めに設定

×
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【参考】便益算出の基本的な考え方

◼省エネによる発電コストの低減、VPPによる再エネの導入等の価値は、電気料金の削減、調整力収益に含まれてい

ると想定。同様に、アグリゲータのコストは、アグリゲータのプロフィットで賄うと想定。

◼ここでは、「電気料金の削減」「調整力収益」を便益として推計した。

電

気

料

金

の

削

減

基本料金の削減

9.3万円/年・件

従量料金の削減

43.7万円/年・件

調

整

力

収

益

年間基本料金

100万円/年

年間従量料金

470万円/年

×

≒ 1,716円/kW × 50kW 12か月×

≒ 28万kWh/年 × 17円/kWh

調整力収益

0.2万円/年・件

削減率

9.3%

＝

＝

＝

供出量

2kW/件

kWあたり単価

2,000円/kW・年

ﾌﾟﾛﾌｨｯﾄｼｪｱ率

50%

×

×

×

削減率

9.3%

地球温暖化対策計画のBEMSの省エネ率は過去の補助実績から9.3%とされている。

（BEMSアグリゲータ―ホームページではそれ以上の効果が事例としてあげられている）

高圧の下限値

東電EPの業務用高圧の料金

東電EPの業務用高圧の料金

小口高圧の平均値

（電事連Infobase2012）

容量市場の第1回オークションでは約14,000円/kW等の価格があるが、国際的な調整力の水準が

数千円/kWであることを踏まえ固めに設定

ローソンにおけるVPP実証の制御量見込み1.4～2.2kWから想定

調整力の供出による収益を、需要家とアグリゲータでシェアする割合を50%と想定

（同上）
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【参考】BEMSによる電力の削減事例

業種

契約電力 使用電力量

導入前 導入後 削減率 導入前 導入後 削減率

小売 332 kW → 304 kW ▲8% 1,221 千kWh→ 1,205 千kWh ▲1%

小売 142 kW → 111 kW ▲22% 485 千kWh→ 415 千kWh ▲14%

小売 108 kW → 84 kW ▲22% 328 千kWh→ 280 千kWh ▲15%

小売 100 kW → 81 kW ▲19% 318 千kWh→ 285 千kWh ▲10%

小売 70 kW → 52 kW ▲26% 104 千kWh→ 91 千kWh ▲12%

小売 68 kW → 43 kW ▲37% 192 千kWh→ 134 千kWh ▲30%

小売・飲食 66 kW → 44 kW ▲33% 195 千kWh→ 143 千kWh ▲27%

小売 61 kW → 43 kW ▲30% 115 千kWh→ 81 千kWh ▲30%

注1：小売業を中心に抽出

注2：見える化及び省エネアドバイスによる効果

出所）日本テクノHP（https://www.n-techno.org/?page_id=15）
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低圧、高圧・特高のスマートメーターの標準機能の見直しに伴い、Bルートの運用方法等の詳

細を定めた『Bルート運用ガイドライン』について、改めて検討する必要。

Bルートガイドラインの概要

◼現行のガイドラインは、「HEMS-スマートメーターBルート(低圧電力メーター)運用ガイドライン［第4.0版］」「EMS-ス

マートメーターBルート(高圧スマート電力量メータ)運用ガイドライン［第1.1版］」（2016年3月30日更新）であり、

JSCAスマートハウス・ビル標準・事業促進検討会でとりまとめられたもの。

◼本ガイドラインは、スマートメーターBルートの通信が適切に運用されるよう、Bルート開通・運用等においてメーター側と

EMS側が共通で取り決めしておくべき事項を中心に記載されている。具体的には、以下の項目が定められている。

⚫ BルートからEMSに提供される情報

⚫ 標準メディアプロトコルスタック

⚫ 通信方法

⚫ 責任分界点

⚫ 基本運用フロー

⚫ 認証IDの定義

⚫ 接続エラー時の対応

⚫ ネットワーク構成に関する基本要件

⚫ セキュリティの基本要件

⚫ 通信頻度

⚫ 認証に関する仕組み

※低圧と高圧・特高では必要性に応じて記載されている項目は異なる
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【参考】Bルートガイドライン概要

項目 低圧 高圧

BルートからEMSに提供

される情報
ECHONET Liteのプロパティにおいて定義される。通信はベストエフォート。

標準メディアプロトコル

スタック

IPv6シングルスタック、Econet Lite、920MHz帯無線の国

際標準。
－

通信方法 公知で標準的な通信方式より通信方式を選定。

責任分界点 電力会社が通信装置を設置、需要家側が通信の到達を確認。

基本運用フロー
開通フロー、解約フロー、移転フロー、交換フローを設定。

開通フローでは、標準処理期間を13営業日とした。
開通フロー、解約フロー、交換フローを設定。

Bルート認証IDの定義
メーター設置者において需要家の確認、識別を行う目的で

「Bルート認証ID」32桁を設定。パスワードは12桁。
－

接続エラー時の対応 接続エラーの内容に応じた対応策、問合せ先を設定。 －

ネットワーク構成に関す

る基本要件

宅内機器はHEMSで統一的にコントロールすべきとし、ネット

ワーク構成について基本要件を設定。

1. IPv6

2. Bルートから他のドメインへIPルーティングで接続しない

3. 1対1の接続形態

通信プロトコルにはECHONET Lite、ネットワーク層はIP準拠。通信

メディアは公知で標準なメディアを利用、イーサネットを必須、とする

とともに、基本要件を設定。

1. BルートのネットワークはEMSのネットワークと共用可

2. Bルートの通信プロトコルはIPv6

3. 2台以上のスマメが存在する場合、複数のBルート共存も想定

4. Bルートから他のドメインへIPルーティングで接続しない

セキュリティの基本要件
AルートとBルートの分離、スマメと1対1接続、レイヤー2以下

の暗号化等の要件を設定。
AルートとBルートの分離、ECHONET Lite対応コマンドを限定。

通信頻度 需要家が情報を必要な時に入手できることを基本としつつベストエフォートであることを踏まえ一定の遅延を前提。

認証に関する仕組み スマメ、HEMSに3つの第三者認証の取得を必須。
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Bルート申請はオンラインを可能とし、ID・PW通知に関しては、次世代スマメ導入開始に向け

て、なりすまし防止効果が期待できる新しい技術やサービスの実現性等を精査し、オンライン完

結の仕組みを引き続き検討していく。

ただし、オンライン完結の仕組みが実装できるまでは、引き続き郵送※にて通知とする。

また、この際申請内容等に関しては、ユーザー利便性を考え、各一送にて統一の内容とする。

論点①身元確認をオンラインで完結することはできないか

◼ 現状

⚫ Bルートを通じて電力使用量等の個人情報の入手が可能であることから、なりすまし防止を図り、セキュリティを確保する必要があるため、「申請内容と一送の需

要者情報との照合（郵送・窓口・オンライン）」と「ID・PWを需要場所住所への郵送」により、本人であることを担保（ID・PW送付先住所≠需要場所住所の

場合もしくは代理人申請の場合は、本人確認書類の提出が必要）。

⚫ 上記より、手続きに時間を要したり、ID・PWの入力ミスが発生。

⚫ また、一送毎に申請内容として求めている内容等が異なる。

◼ 対応の方向性

⚫ 本人確認書類のアップロード機能を具備したウェブページにて、オンライン申請を可能とする。

⚫ ID・PWの通知にあたっては、郵送と同等のなりすまし防止に資するオンライン完結の仕組み（eKYC*等）を検討していく。

⚫ オンライン完結の仕組みが実装できるまでは、ID・PWは引き続き郵送で通知することとする。なお、現状既にPWの通知のみ等、一部オンライン対応している場合

は、当該運用を継続する。

⚫ 申請内容等に関しては、一送10社で統一することとする。

*electronic Know Your Customer

◼ オンラインで完結するなりすまし防止事例

⚫ 法的に厳密な本人確認が義務付けられている金融や通信（携帯電話）でも、新しい技術を駆使してウェブ完結の手続き（eKYC*）が行われているものの、一

定の費用がかかる。

⚫ 本人確認を行ったお客さま情報を活用したサービスも提供されている

• NTTドコモは、携帯電話の回線契約時の本人確認を行ったお客さま情報を活用したサービスを提供している（「本人確認アシストAPI」）。

• 三菱UFJ銀行は、口座開設時の本人確認を行ったお客さま情報を活用したサービスを提供している（「本人確認サポートAPI」）。

⚫ そのほか、より簡易な身元確認として、SMS認証やメール認証も可能。

※現状、PWのみ等、一部オンライン併用している場合は、当該運用を継続する。
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【参考】本人確認手法の全体像

論点①身元確認をオンラインで完結することはできないか

◼身元確認の確かさを上げるためには、対面、郵送、オンラインの他、メールやスマホによるSMS認証があり、最近では

eKYCと呼ばれる中間強度の身元確認手法も存在。

1)メールアドレスの送達確認 2)SMSによる電話番号の所持確認 3)マイナンバーカード、免許証など

出所）オンラインサービスにおける身元確認手法の整理に関する検討報告書
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【参考】郵送の有無ごとの身元確認手法（ 「犯罪による収益の移転防止に関する法律」の

「ホヘトチリヌ」）

論点①身元確認をオンラインで完結することはできないか

◼ eKYCの実施に際しては、「ホ：特定事業者が提供するソフトウェアを使用して撮影されたものである必要」「へ：利用申込者が、運

転免許証やマイナンバーカードに組み込まれたICチップに格納された情報をカードリーダーで読み取る必要」「ト：受付後に銀行等への

照会、振込を伴い、逆に処理期間を長期化させる原因となりかねない」等、現時点で克服・検討すべき課題が多い。

出所）オンラインサービスにおける身元確認手法の整理に関する検討報告書（TRUSTDOCK社資料）
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【参考】他事業における身元確認例

論点①身元確認をオンラインで完結することはできないか

身元確認の方法 例

法律で身元確認の方法が規定されている場合

（郵送による確認のほか、特定本人確認用画像

情報の送信を受ける方法等が認められる）

金融：犯罪による収益の移転防止に関する法律

携帯電話：携帯音声通信事業者による契約者

等の本人確認等及び携帯音声通信役務の不正

な利用の防止に関する法律

サービス開始にあたり、ID、PWを送付する場合 光通信回線

メールで完結する場合（SMS認証を求める場合も

多い）

ネット通販（売り手に対しては、インターネットモー

ルの出品事業者の本人確認の徹底が消費者庁

で検討されている）
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【参考】オンラインで完結する本人確認方法例

論点①身元確認をオンラインで完結することはできないか

出所）NTTデータホームページ（https://mediadrive.jp/lp/idverification/index.html）

生体認証による方法 SMSや電話による方法



116Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

QRコードによりBルート認証ID・PWを発行し、入力ミスを防止するため、ID・PW通知の際に

QRコードを併せて通知することとする。

論点② QRコードによるID・PWの発行はできないか

◼ 現状

⚫ 郵送されたBルート認証ID・PW（それぞれ16進数32桁、英数字12桁）を需要家が手作業でHEMS機器等に入力する必要があることから、入力

ミス等が多い。

◼ 対応の方向性

⚫ 一般送配電事業者が発行したQRコードをスキャンすることで、自動的にID・PWの入力を可能とする。

⚫ ID・PWの桁数等の仕様変更は、需要家側機器のソフトウェア改修や一送システムの改修を要することから、桁数はこれまで通り、ID32桁・PW12

桁とする。

◼ QRコードによるID、PWの入力例

⚫ Wi-FiルーターのSSID、パスワードがQRコードに記載されており、それをスマホで読み込むことでWi-Fiルーターへの接続ができる。
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以上を踏まえ、オンラインによる申請を可能とし、ID・PWの通知に際しては、QRコードを付記す

ることにより、開通に要する期間短縮、ID・PWの入力煩雑性の改善を実現し、利便性を向

上することとする。

結論＜論点１利便性向上に資する開通プロセス＞

➢ ID・PWの通知時にQRコードを付記

論点①

申請及びID・PW発行のウェブ化による「ID・PWの入力

ミスの改善」「手続き期間の短縮」

⇒身元確認をオンラインで完結することはできないか？

論点②

ユーザーインターフェースの改善による「ID・PWの入力ミス

の改善」

⇒ QRコードによるID・PWの発行はできないか？

➢ オンライン申請の導入

（本人確認書類のアップロード機能を具備）

➢ ID・PWの通知は当面郵送※

（オンラインによる通知の仕組みを継続検討）
※ PWのみ等、一部オンライン併用している場合は、当該運用を継続

➢ 申請内容等は一送10社で統一

方向性
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ユースケースを踏まえ、接続台数・データ取得頻度を想定（Step1）、その元で技術的な対応

可能性を検討し（Step2）、必要に応じて費用便益分析を実施する。

検討の考え方

Step1

ユースケースを踏まえた

接続台数・データ取得頻度の

想定

Step2

技術的な対応可能性

検討

Step3

費用便益分析

（必要に応じて）
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低圧では、同時接続台数を10秒毎×1台、30秒毎×1台、30分毎×1台の3台としても、次世

代スマメのスペックの下では追加費用なしで、約3,000億円の便益が期待できる。

Step3：低圧の接続台数費用便益分析

1,940

2,898～2,905

856

102～109

エネマネ（Wi-Fi） 太陽光PPA 合計VPP１～3
(卸市場/容量市場

/需給調整市場) *

複数台接続による便益（Bルートの低圧Wi-Fi対応、高圧Wi-SUN対応による便益含む）

Wi-Fiによるエネマネ（省エネ）による便益に加え、Bルートへの複数台接続

できることにより、従来のエネマネだけでなく、太陽光PPA、各種VPPサービスへ

のリソース供給が可能となり約3,000億円の便益が期待できる。

低圧

高圧の無線（Wi-SUN）への対応により、エネマネの導入、VPPへ

の活用が進み、約447億円の便益が期待できることが想定される。

※既に高圧の有線（Ethernet）により、HUBを介した複数台接

続は可能。

【参考】高圧（第7回検討会の値を再掲）

445 2

エネマネ

(Wi-SUN)

VPP

*複数接続されていても、DR発動時にはいずれか1台のみがデータ取得
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【参考】便益算出の基本的な考え方 ①PPA

Step3：低圧の接続台数費用便益分析

◼ PPAが導入される主要な需要家として新築戸建を対象とし、PPAによる電気料金の削減と需要家の自家消費分

に関する非化石証書の価値を便益と想定した（次世代スマメ導入後10年を想定）。

電

気

料

金

の

削

減

電気料金の削減便益

854億円

非

化

石

証

書

価

値

10年

非化石証書価値便益

1.8億円

＝

＝
非化石証書単価

0.3円/kWh

×

×
FIT実績

新築戸建着工

53.3万件/年

PPA世帯数

32.0万件 ＝ × 10年

×
PPA率

10%

住宅着工統計

リース含む実績が20%

であることから設定

×

×

世帯あたり電気料金

13.3万円/年

×
太陽光搭載率

60%

エネ庁目標

家計調査

発電電力量

15.2億kWh

PPA世帯数

16.0万件 ×
世帯あたり発電能力

4.8kW

×
kWあたり発電量

1,000kWh/kW

10年

住宅のストック期間

PPA×スマメの共用期間

＝

下限価格

自家消費率

40%

PPA電力量

6.1億kWh

×

＝

PPAによる削減率

20%

世帯あたり電気料金

2.67万円/年
＝ ×

PPA事業会社HP

PPA×スマメの共用期間

合計

856億円



126Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】便益算出の基本的な考え方 ②VPP

Step3：低圧の接続台数費用便益分析

◼各種家庭用のリソースが、各市場に参加し、得られた収益をアグリゲータとシェアし、需要家の収益を便益と想定。

卸

市

場

卸取引市場収益

107億円

容

量

市

場

＝
スマメ接続率

×

VPP参加率

10%

家庭リソース

49億kWh＝ ×

共用期間

10年

×

×
単価

44円/kWh

電力価格上位5%

需

給

調

整

市

場

アグリとのシェア率

50%

ネガワット収益

214億円 ×

ERAB検討会資料

（NRI試算、

電力価格上位5%）

容量市場収益

102億円 ＝

家庭リソース

580万kW＝ ×

×

×
単価

3,495円/kW

2025年度エリアプライス

（北海道・九州エリア以外）

アグリとのシェア率

50%

容量市場収益

204億円 ×

ERAB検討会資料

（NRI試算、夏季日中）

需給調整市場収益

109億円 ＝

家庭リソース

100万kW＝ ×

×

×
単価

1円/kW・30分コマ

アグリとのシェア率

50%

需給調整市場収益

219億円

ERAB検討会資料

（NRI試算、下げの年間

平均を踏まえ設定*）

×
持続時間

6コマ/日

× 365日

*家庭のポテンシャルは二次～三次について約20GW存

在するが、必要量が3GW程度と仮定し、産業、業務そ

れぞれ1/3と想定（そのため、スマメ接続率、VPP参加率

は100%）
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複数台接続を検討するにあたり、スマメに搭載するメディア毎にネットワーク構成を検討した。

また、ネットワーク構成やWi-Fiモジュール搭載等を踏まえ、セキュリティ対策を検討した。

検討の考え方

ネットワーク共用 ネットワーク非共用

論点1：ネットワーク構成 論点2：セキュリティ対策

メディア

Wi-Fi(低圧)

Wi-SUN(低圧・高圧)

Ethernet(高圧)

ネットワーク構成

ネットワーク共用

ネットワーク非共用

➢ ネットワーク構成やWi-Fiモジュール搭載等を踏ま

えて、新たに検討せねばならない対策はあるか。
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ネットワーク共用 ネットワーク非共用

需要家の

利便性

一送の

運用

• 宅内のネットワークに属するどの機器

でもスマメにアクセス可能となる。

• 既存のWi-Fiルーター等の利用（既

存の宅内ネットワーク利用）が可能

であり、更にはWi-Fi搭載の既存コン

トローラ機器を活用できる可能性。

• スマメに宅内のWi-Fiルーターの情

報を設定するフローが必要※。

セキュリ

ティ

• Aルート・Bルートのアイソレーション及びコマンドの限定等を実施することで、ネットワークの共用・非共用に関わらず、スマメシステム

全体に及ぼす脅威リスクや発生可能性にほぼ違いがない。（既に高圧においては、ネットワーク共用は実施。）

• 無線のセキュリティに関しては、WPA2以上のルーターしか繋げないよう制限をかけることで、一定のセキュリティ担保が可能。

• 2つのWi-Fiネットワークを管理する

（複数のWi-Fiモジュールを搭載し

た）特殊なHEMSが必要であり、

Wi-Fi搭載によるコストメリットが享

受できない虞。

• スマホ等、仮にWi-Fiモジュールが1

つしか搭載されていない場合は毎

回接続切り替えを行う必要があり、

サービスの広がりを阻害する虞。

メリット デメリット メリット デメリット

• Wi-SUNの運用と同様であるた

め、対応が容易。

• 通信距離が届かない際は、

– ネットワーク共用の場合は、間に中継器を挟んだり、ルーターの設置位置を変える等して、ルーターをスマメに近づける必要。

– ネットワーク非共用の場合は、HEMSの位置を移動させる等して、HEMS等機器をスマメに近づける必要。

※スマメ側にWebブラウザインターフェースの機能を持たせて、需要家がスマホ、PCからアクセスして設定する方法や、

一送のDBに需要家の宅内のWi-FiルーターのSSID・PWを登録して、一送がAルートを通じて設定する方法がありうる

留意点

一送、HEMSメーカー等に協力いただき、ネットワーク構成のメリット・デメリットを整理した。必

要なセキュリティ対策を講じればいずれの構成でも著しくリスクが増加することはないことから、

利便性を実現すべくネットワーク共用とする。

ネットワーク構成（Wi-Fi）のメリット・デメリット

• スマメへの複数の需要家機器接

続は可能。
• ルーターの所有者と宅内の他の

機器の所有者が異なる場合、

複数の機器をスマメに接続する

にあたり調整を要する虞。
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【参考】Wi-Fiのセキュリティ方式

ネットワーク構成（Wi-Fi）

ｾｷｭﾘﾃｨ方式 WEP WPA WPA2 WPA3 備考

登場時期 1997年 2003年 2004年 2018年

対応認証方式 ・共通鍵
・PSK

・802.1x/EAP

・PSK

・802.1x/EAP

・SAE

・802.1x/EAP
802.1x/EAPは認

証ｻｰﾊﾞ設置要

対応暗号化方式 ・WEP(RC4)
・TKIP(RC4)

・CCMP(AES)

・TKIP(RC4)

・CCMP(AES)
・CCMP(AES)

CCMP(AES)が最

も強固

WEPが最も脆弱

Wi-Fi導入企業

の採用割合*
8% 33% 74% 2%

(普及途上)

動向

暗号を短時間で解読

する方法が知られてい

る

WEPの弱点を補強した

方式だが、一部脆弱

性があり、現在では推

奨されない

WPAより堅牢な現在

主流のセキュリティ方式

最新のセキュリティ技術

を用いた次世代の方

式。今後対応製品の

普及が期待される

対応する

Wi-Fi規格

(2.4GHz)

• IEEE802.11b

• IEEE802.11g

•IEEE802.11b

•IEEE802.11g

•IEEE802.11b

•IEEE802.11g

•IEEE802.11n

•802.11ax

*一般社団法人無線LANビジネス推進連絡会「無線LANサービス提供者の実態調査（アンケート調査）の結果（2020年度総務省調査）」
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低圧Wi-SUN・高圧Ethernetのネットワーク構成に関しては、既存のHEMSやコントローラを用

いることができるよう、マイグレーションも踏まえて、既存通りのネットワーク構成とする。

また、今回新たに追加となった高圧Wi-SUNに関しても同様の構成とする。

ネットワーク構成・セキュリティ対策（Wi-SUN・Ethernet）

◼ 低圧BルートのWi-SUNについては、現行のスマメに搭載されているWi-SUN ECHONET Profile for Route B（以下、Wi-SUN B

ルート）の規格において、1対1とされている。既存Bルートユーザーの利便性にも考慮し、引き続きWi-SUN Bルートとし、1対1接続とす

る。

◼ 高圧BルートのWi-SUNについても、低圧同様Wi-SUN Bルート とすることにより、HEMS・コントローラ等の低圧・高圧における互換性

にも資する可能性。高圧においても低圧同様Wi-SUN Bルートを搭載し、1対1接続とする。

◼ セキュリティ対策に関しては、ネットワーク構成は現行と変わらないこと、また、脅威リスクを踏まえ、現行の対策と同様の対策を講ずる

こととする。（認証に関しては、ID・PWを用いるほか、メーター本体のセキュリティとしては、P28の対策のとおり。）

◼ Ethernetに関しては、引き続きネットワークを共用することとし、複数台接続を可能とする。

◼ セキュリティ対策に関しては、ネットワーク構成は現行と変わらないこと、また、脅威リスクを踏まえ、現行の対策と同様の対策を講ずる

こととする。

Wi-SUN（低圧・高圧）

Ethernet（高圧）
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以上を踏まえて、低圧・高圧ともに複数台接続を可能とし、接続台数は3台程度が適当。

ネットワーク構成は低圧Wi-Fi・高圧Ethernetにおいてはネットワーク共用を行うこととし、低圧

高圧Wi-SUNにおいては、ネットワーク非共用（1対1接続）とする。

結論＜論点２メーター負荷を踏まえた適切な取得頻度/接続台数＞＜論点３ネットワーク構成とセキュリティ確保＞

接続台数やデータ取得頻度

• Wi-Fiは、需要家側とのネットワークを共用することにより、複数

台接続を可能とする。

• Wi-SUNは、これまで通り、1台のみの接続とする。

• また、メーターへの負荷を考慮すると、Wi-Fi・Wi-SUNの接続台

数は併せて3台※程度が適当。 ※頻度と台数の組み合わせには留意が必

要。

• 頻度は最短でも10秒毎が望ましく、同時に複数のコントローラ

等より10秒毎で取る場合、メーター負荷が大きすぎるため、メー

ター負荷に十分留意しつつ取得の必要。

低圧

• Ethernetは、これまで通り、需要家側とのネットワーク

を共用することにより、複数台接続を可能とする。

• Wi-SUNは、低圧同様、1台のみの接続とする。

• また、メーターへの負荷を考慮すると、Ethernet・Wi-

SUNの接続台数は併せて3台※程度が適当。※頻度と

台数の組み合わせには留意が必要。

• 頻度は最短でも10秒毎が望ましく、同時に複数のコン

トローラ等より10秒毎で取る場合、メーター負荷が大き

すぎるため、メーター負荷に十分留意しつつ取得の必要。

高圧

セキュリティ

低圧

• メーターのセキュリティ対策は、現行の対策を基本とし、Wi-Fi無

線のセキュリティに関しては、WPA2以上を接続条件とする。

• メーターのセキュリティ対策は、現行の対策を基本とする。

高圧
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今後のスケジュール

Bルート運用ガイドライン

2022年 2023年 2024年 2025年

Bルート運用ガイドライン

(現行) の運用

Bルート運用ガイドライン

5.0(低圧)、2.0(高圧)の

運用

スケジュール

次世代スマメ検で議論

されたガイドライン案を

スマハビル検討会にて

審議・承認

新ガイドライン解禁

◼ 今後、スマートハウス・ビル標準・事業促進検討会幹事会にて、Bルート運用ガイドライン(案)（別紙１）を審議の上、オーソライズする。

◼ この際、クレジットは、次世代スマートメーター制度検討会とし、今後は、資源エネルギー庁電力産業・市場室主催の『次世代スマート

メーター制度検討会』にて、改訂を実施する。

◼ また、今回規定の内容に関しては、2025年度の次世代スマートメーター導入開始に伴い、効力を有することとする。

◼ なお、次世代スマートメーター展開完了までは現行ガイドラインも並行して適用する。

新ガイドラインと

併せて適用
引き続き、現行版を適用
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各社から長期ビジョンとそこでの次世代スマートメーターの活用の構想、調達の概要について、

報告いただいた。

次世代スマートメーターの標準機能への各一般送配電事業者の取組状況のフォローアップ

4.1 各社のビジョンにおける

次世代スマートメーターの位置

づけ

4.2 便益最大化、調達計画 4.3 RFIの発出状況

Step1 Step2

一送各社から、以下について報告いただいた。

• 電力DX推進に向けたスマメシステム利活用ビジョン（共同検針含む）

（電力DX推進の上でどのようなアクションをしていくか。また、その際に、

どのようにスマメデータ等を活用していくか。）

• 便益最大化

• 調達計画

一送各社からの報告 RFIの発出状況の把握

RFI発出で先行した6社につ

いて調査した。
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特定計量制度に基づく特例計量器データの取り扱いについて、データの通信ルートについて検

討を行った上で、仕様面（技術面）に関する論点について議論を行い、『特定計量（IoT

ルート）運用ガイドライン』の暫定案を作成した。

検討の考え方

Step1

通信ルートの検討

Step2

ガイドラインの検討

5.1 特例計量器データに

関する通信ルートの検討

本報告書での

掲載箇所

概要

5.2 特定計量（IoTルー

ト）運用ガイドラインの検討

• 2.4GHz帯Wi-Fi方式に加え、

5GHz帯Wi-Fi、Bluetooth

等を含め、比較検討した。

• また、実利用環境を模擬し

た実証による検証も行った。

• 通信方式の動向を踏まえ、

柔軟性を確保する方法につ

いて検討した。

検討の進め方
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【参考】昨年度の次世代スマメ検で、特例計量器データをMDMS等に統合する機能を、

次世代仕様に採用することとした

出所）第５回 次世代スマートメーター制度検討会 資料2
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足元だけでなく将来的に想定されるユースケースも視野に入れ、

将来的な柔軟性が確保される通信方式とできることが好ましい

想定するユースケース

特定計量制度

への対応

分散電源による

DR参加の簡易化

足元での

対応

将来を

見据えた対応

託送外利用ニーズ

への対応

• ユースケース1

消費電力量の個別計量

• ユースケース2

VPPの個別計量（機器点計量）

※次ページ参照

• インターネット / HEMSにつながって

いない需要機器(e.g.エコキュート)の

監視+簡易制御

• 屋根置きPVでの個別計量

想定されるユースケース例

• 特になし

• インターネットに接続されていない

DRリソースも増加するかの末井が

ありIoTルートもしくはAルートの活用

が好ましい

• 特になし

通信に関するニーズ

費用・便益

試算の範囲

試算の範囲には

入れないが、

将来的な柔軟性

のみ考慮

試算の範囲には

入れない。

各社が事業性に

基づき実施要否を

判断
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通信方式についてはAルート、IoTルート、インターネットルートを想定した。

ルートの想定

通信ルート 概要

Aルート
• 特例計量器にスマメの通信部を設置して、特例計量器から

HES / MDMS等にAルートで直接接続する

IoTルート

• IoTルートで特例計量器からスマートメーターに接続したうえで、

スマートメーター経由で、Aルートを経由して、HES / MDMS等

に直接接続する

インターネット

ルート

• 特例計量器利用者が独自設置したゲートウェイを介してイン

ターネットに接続

• インターネットを介して、一般送配電事業者が設置した特定

計量システム（HESやMDMS機能等を有する）に直接接

続する
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通信方式ごとにそれぞれ利点と課題があり、運用面や相対的なセキュリティコスト等

を考慮しつつ、最適な方法を判断することが必要

ルートの在り方

通信ルート 運用 セキュリティ 柔軟性

Aルート

• （セキュリティの課題を満たせば）既存の伝送路

の共用が可能

• 既存システムへの改修が必要

• 特例計量器とAルートを繋ぐ上で、セキュリティ要件

が満たされた通信部を開発する必要

• 認証機能が新たに必要

• HESの別置や網の分離等が必要

• 特例計量器自体がスマートメーターのセキュリティ水

準を満たす必要

• Aルートでカバーされるエリアでは基本的に繋がる

• インターネットに繋がってない機器からもアクセス可

能

• 将来的に機器が増えると、コンセントレーターで管

理可能な台数や通信量の上限を超える可能性が

高く、マルチホップの場合はコンセントレーター増強

の必要性

IoTルート

• 既存の伝送路の共用が一部可能

• 特例計量器とスマートメーターのインターフェースの構

築等において、共同検針のノウハウを活用でき、一

部機能の共同利用や無線方式の共通化ができる

可能性

• 既存システムへの改修が必要

• 特例計量器側でBルート（IoTルート）に接続する

ためのGWやそうした機能のビルトインを行うための

開発が必要になる可能性がある。また、その際の

電文・仕様などを統一する必要

• 認証機能が新たに必要

• 機器がそのままコンセントレーターに繋がるAルートに

比べると、マルチホップでもコンセントレーターにつな

がるスマメの数自体は変わらず、対象機器の増加

に柔軟に対応可能

• インターネットに繋がってない機器からもアクセス可

能

• 機器が増加し、１スマートメーターあたりで扱うデー

タ容量が増加する場合、マルチホップでは対応でき

なくなる可能性

• 需要家敷地内でBルートの電波が届かなかったり、

有線で接続できない機器が出る可能性

インターネット

ルート

• 既存システムへの影響が限定的

• 特例計量器側に欠測有無をセンター側に確認す

る機能が必要になる。この際、特定計量器通信

部への固定ＩＰ設定、ＶＰＮ接続などの追加

措置が必要

• 認証機能が新たに必要

• インターネットでデータが送信されてくるため、ファイ

ヤーウォールやネットワーク分離等のセキュリティ対策

を検討する必要

• コンセントレーターなどを介さないため、機器の増加

に対しては柔軟な対応が可能

• 将来的にインターネットにつながっていない分散電

源機器も監視・制御対象になる可能性

凡例：利点

課題
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便益を考慮した上で、システム対応範囲を見直したところ、費用感は以下のとおり

費用便益分析

通信ルート 相対的な費用感

Aルート 〇 625億円

IoTルート 〇 605億円

インターネット

ルート
△

800億円

• 上記二つに比べると高額

◼ 試算前提として、10年間で95万台の接続（1スマメあたり1台）を想定。また、特例計量器のスペックは以下と想定。

• 1日48コマ30分値ベースでデータ抽出が可能であること（一送が指定するフォーマットにてデータ抽出が可能であること）。

◼ スマートメーターシステムにおける対応範囲については、新たな需要家サービスの創出や分散型リソース等の需給調整市場への参入コスト低下などの便益を

考慮し、差分演算※1、欠測補完※2を可能とし、速報値（30分値）60分以内提供（低圧と同等）、速報値（日毎）及び確報値提供、データ保

存期間（3年）を前提として試算。

※１ 差分演算：特例計量器の電力量と電力スマートメーターの電力量の差分計算を行う機能。

※２ 欠測補完：速報値・確報値生成にあたり、自動・手動等で欠測した特例計量器の電力量値を補完する機能。

※システム実装方法やセキュリティ対策等によりシステム対応費用は増加する可能性がある
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運用上の利点、相対的なセキュリティコスト等を踏まえ、費用対便益も成立することから、

IoTルートが効果的。

費用便益分析

◼ 特定計量制度運用開始前であるものの現時点で以下の便益が想定でき、今後の特定計量制度の広がりを考慮すると、便益はより拡大していくと考えら

れる。

◼ なお、特例計量器データの活用にあたっては、運用面、仕様面、制度面に関して、更なる詳細検討が必要。具体的には、特例計量器とスマートメーターシ

ステムの接続に際し、特定計量事業者と一般送配電事業者間のルールやセキュリティ対策、IoTルートのインターフェース仕様等を決定する必要があり、別

途約款の見直しなどの制度整備も必要と考えられる。

概要 便益の考え方 便益簡易試算

ユースケースごと便益

（EVの複数引き込み）

• 特例計量器を用いることで、スマートメーターの

設置費用が省略できる

（一送便益）

• 1台約1万円×(10年間で)15万台導入で約15億円の便益となる

• 実績送信に係る通信費用が省略できる

（需要家便益）

• MDMS結合を行わない場合、計測値送信に係る通信費については、屋内に機器がある場合は需要家のインター

ネット契約に相乗りすることが一般的と思われるが、屋外に機器がある場合はこれは難しいため、独自のインターネット

契約を結ぶことが必要になる。

• IoT向けの通信プランは概ね月500～1000円程度であり、上記二つのユースケースについて、毎年1.5万台ペースで増

加し、導入から10年後に15万台になると仮定すると、10年間の通信費用は概ね約50～100億円

ユースケースごと便益

（需要機器個別計量）

• 特例計量器とスマートメーターをGWを介さず接

続するために、GWの費用が省略できる（需要

家便益）

• GWの市場価格は現時点で、約1万円。

• (10年間で)80万台の導入を想定しており、約80憶円の便益となる

その他の便益 • 事業者によるシステム構築回避

（アグリゲーター便益）
• 昨年度の試算結果を踏まえて、約50～80億円

• 特例計量器を用いることによる、分散電源の

需給調整市場への増加

（需要家便益＋アグリゲーター＋

間接的には一送便益）

• 需給調整市場三次②では2021年4月～7月の4カ月で約400億円の取引がなされた。これを年換算すると約1,200

億の市場規模となる。

• 今後、特例計量器のMDMS統合によって需要家機器によるDR提供が増加すると仮定し、需給調整市場の5％が

MDMS統合によって需給調整力三次②の市場に参加可能になると仮定すると、年間60億円程度のリソース増加に

つながる。

• これは、アグリゲーターとリソース保有者の便益ととらえることができるため、10年で約600億円の便益となる。

• また、これは間接的には、分散電源を活用した調整力の安価な調達に寄与することから広義の一送の便益ともとら

えることができる

合計 約795～875億円



211Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】エアコンの部分計量については監視・制御可能なエアコンがほぼ全世帯に導入される

ことを仮定して、低圧需要家の1%程度である80万件で新しいサービスが活用されると想定

ユースケースの想定数について｜エアコン

◼ エコーネットコンソーシアムはエアコンを中心とするエコーネットの機器を年間1,000万台売る計画を立てており、これに準ずると、2030年

にはほぼ全家庭で監視・制御可能なエアコンが導入される。

◼ なお、高圧は電圧が受電点と機器利用時で電圧が異なり、現時点ではこれを単純に差分計量することはできないので、まずはこう

いったサービスは低圧から普及が始まることを想定。

出所）エコーネットコンソーシアム
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【参考】特例計量器データのMDMS結合に関する中長期的な便益

出所）第3回スマートメーター仕様検討ワーキンググループ 資料4
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◼ 運用ガイドライン（案）は、主に系統における特例計量器データを用いた取引において、特例計量器データをスマートメーターシステム

に送信し差分演算等を行うにあたり、スマートメーターシステム～特例計量器のシステム構成を明確化し、機能等を定義したもの。

一送、機器メーカー（JEMA）も含めて、主に仕様面（技術面）に関する論点について議論

を行い、『特定計量（IoTルート）運用ガイドライン』の暫定案を作成した。

検討の進め方

開催日 議題

第1回 2021年12月2日
1. 検討体制

2. 想定される論点

第2回 2021年12月23日
1. 検討状況の共有

2. 今後の進め方

第3回 2022年1月12日
1. 共同検針仕様をベースとした特定計量検討課題

2. 特定計量IoTルートユースケース

第4回 2022年1月24日

1. 個別論点①（システム構成案、電文フォーマット、時刻同期、接続機器IF仕様、通信

方式、検針頻度・粒度等）

2. 優先的に検討すべき項目の提案、特例計量器特有の課題

第5回 2022年2月4日 1. 個別論点②（セキュリティ、識別ID）

第6回 2022年2月15日
1. 個別論点③（セキュリティ基本要件・仕様素案、具体的対策）

2. 特定計量IoTルートガイドライン案

第7回 2022年2月21日
1. 個別論点④（セキュリティ取りまとめ、時刻同期、識別ID）

2. 特定計量IoTルートガイドライン案

特定計量データ結合に関する

検討会メンバー（敬称略）

（セキュリティ）

フォーティネットジャパン

OT ビジネス開発部 部長

佐々木弘志

一般送配電事業者

電気事業連合会

送配電網協議会

機器メーカー

日本電機工業会（JEMA）

特定計量データ結合に関する検討会 概要

有識者

（通信）

エコーネットコンソーシアム

三菱電機

富士通
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16の検討項目/論点を設定し、特定計量のユースケースを踏まえ、セキュリティ面を含めた技術

仕様の大枠について、方向性を議論した。

検討項目/論点と方向性

検討項目/論点 方向性

①通信方式【特例計量器～無線端末】 • Wi-Fi、Ethernet

②通信方式【無線端末～電力スマメ】 • Wi-SUN Enhanced-HAN

③電文フォーマット
• 計量器～無線端末：ECHONET Lite
• 無線端末～電力スマメ：DLMS/COSEM（電文変換機能は無線端末に持たせる）

④IoTルートアプリケーション
• IoTアプリケーション：特例計量器の計量値を無線端末が蓄積し、IoTルートで電力SMを経由してスマート

メーターシステムに送信

⑤システム構成
• 特例計量器－無線端末－電力スマメ
• 無線端末と特例計量器は1対1（将来的な1対Nへの拡張性を想定）

⑥時刻同期機能

• IoTアプリケーション仕様に無線端末の時刻同期処理シーケンスを定義し、電力スマメと無線端末をIoTルート

仕様で時刻同期を行う
• 特例計量器の時刻同期要否については今後検討

⑦自動欠測補完機能 • 無線端末に計量データの蓄積、欠測補完機能を実装

⑧検針頻度・粒度・収集データ種別等

• 粒度＝30分値
• 頻度＝差分計量後の精算業務フローに支障ない周期として30分毎（暫定値）
• 蓄積期間＝精算に必要な期間（スマメと同様）
• 収集データ種別＝積算電力量（順・逆方向）

⑨識別ID • 無線端末、特例計量器の識別IDを定義づけ（特例計量器の識別IDは暫定案）
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（つづき）

検討項目/論点と方向性

検討項目/論点 方向性

⑩セキュリティ

• セキュリティ基本要件としては、

– 一般送配電事業者は、スマートメーターセキュリティWGにて議論された「スマートメーターシステムセキュリティガ

イドライン(日本電気協会)」「詳細対策基準(電気事業連合会)」を遵守

– 特定計量事業者は、「系統連系技術要件(託送供給等約款別冊)における小規模発電設備等を系統

接続する際に発電者に求めるセキュリティ要件」「小売電気事業者のためのサイバーセキュリティ対策ガイド

ライン(経済産業省)」「エネルギー・リソース・アグリゲーション・ビジネス(ERAB)に関するサイバーセキュリティガイ

ドライン(経済産業省)」を遵守

⑪責任分界
• 電力スマメ～無線端末間に責任分界点を設定
• 特定計量事業者が電力スマメと接続する無線端末を設置の上、通信の到達を確認することを原則

⑫接続機器IF仕様

• ECHONET Lite規格書、
• ECHONET機器オブジェクト詳細規程、
• 分散型電源電力量メータ・HEMSコントローラ間アプリケーション通信IF仕様書、他を策定

⑬接続上限 • 電力スマメと無線端末の接続は最大4台程度

⑭公開サーバー～小売事業者ほか • 既存の情報公開の仕組みを利用

⑮IoTルートアプリケーション仕様 • これまでの議論で決定した仕様の大枠を踏まえて、2022年度上期に詳細仕様書を作成

⑯無線端末認証の仕組み

• 無線端末～電力スマメに関しては、共同検針に関するテレメータリング協議会における議論が今後行われ

ることから、当該内容を踏まえて、2022年度上期に検討
• 特例計量器～無線端末に関しては、ECHONETコンソーシアムのAIF(ｱﾌﾟﾘｹｰｼｮﾝ通信ｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ)認証

赤字：検討中の課題（引き続き検討）
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検討にあたっては、共同検針IF会議にて、IoTルートとして定義された5つの案をベースに検討。

電力スマメ～無線端末間※のIoTルート通信方式は、電力スマメへの実装容易性が高く、国

際標準化されており、新機器開発コストの低減が可能なWi-SUN Enhanced HANを選定。

特定計量のIoTルート無線方式

IoTルートの無線方式の比較

案1

Uﾊﾞｽｴｱｰﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟ

案2

Uﾊﾞｽｴｱｰｽﾀｰ型

案3

Uﾊﾞｽｴｱﾍﾞｰｽ

案4
Wi-SUN Enhanced HAN

案5

Wi-SUN FAN1.1

技

術

仕

様

面

SMへの実装容

易性
△

IoTルートとBルートは、時分割による実現のため、欠測リスクあり

〇

Bルートとの共有が可能

△
Bルートの同一回路による共

有は要検討

消費電力 〇 △ △

セキュリティ仕様面
△

個体認証や鍵更新の仕組みが規定化されていない
〇 〇 〇

運

用

面

ﾏﾙﾁﾎｯﾌﾟ

ﾈｯﾄﾜｰｸ管理

△
責任分界・運用方法の明

確化が必要

〇
不要

△
責任分界・運用方法の明

確化が必要

〇
不要

〇
不要

接続性 〇
×

周辺に接続可能なスマメが

ない場合、通信不可

〇
△

周辺に接続可能なSMがない

場合は、1ホップ延長が可

〇

知

財

面

仕様策定状況 〇 〇 〇 〇 －

国際標準化
△

ネットワーク層以下は国際標準規格
〇 〇

評

価
〇

新規開発が不要で、省電力も優位だが、Bルート共用に課題

◎
開発費用の低減が可能でB

ルート共用が可能

△
策定中で導入に間に合わな

い虞

※無線端末～特例計量器間の通信方式は、Wi-Fi・Ethernet。
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【参考】具体的な特定計量システム（特例計量器～スマメシステム）の機能イメージ

30分値の生成機能のイメージ
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Last Gasp機能については、本年2月の中間とりまとめにおいて、停電の早期解消に資する機

能として搭載されることが記載されたが、費用対便益に関しては、更なる精査が必要であると

の結果であり、また、本年5月の電力・ガス政策小委員会での委員ご指摘も踏まえて、

改めて次世代スマートメーター制度検討会にて検討した。

今年度の検討内容と本検討

＜委員のご指摘＞

スマートメーターの次世代化は必

要だが、費用対効果のバランスが

重要。Last Gasp機能については

コストの要因分析を行う必要

昨年度検討における費用便益試算

検討内容における電力・ガス政策小委員会でのコメント
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停電の早期解消に関して、停電復旧時の実運用を改めて精査し、ユースケースごとに検討。

Last Gasp機能のほか、スマメの30分値やポーリング機能の活用も考えられ、

各手段を用いたユースケースへの対応可能性などを比較検討した

検討の論点

Last Gasp機能 30分値活用 ポーリング活用

• 電力メーターを設置した需要家

が停電した際に送配電事業者

に警報を送る機能であり、停電

検知が可能

• 全電力メーターより取得可能で

ある30分値データを活用すること

で、30分値が上がってこない電

力メーターは停電の疑いとみなす

ことや、停電後復電した際に復

旧の検知が可能

• 任意の電力メーターの動作状況

を確認する機能であり、停電が

疑われる電力メーターを個別に

確認し、停電しているか復電し

ているかの検知が可能

• 現状、各社とも標準的なポーリ

ング機能は有している
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30分値やポーリング機能でも概ね同等の効果を発揮することが可能であり、かつコストも抑え

ることが可能と考えられる。

機能別評価

Last Gasp機能 30分値活用 ポーリング機能

停電検知（高圧幹線以上） （配電自動化システムにて実施） （配電自動化システムにて実施） （配電自動化システムにて実施）

停電検知

（高圧分

岐線・低圧

以下）

各戸・中小停電

時（数百件未

満）

• Last Gaspによって、停電個所の

早期特定・復旧が可能

• Last Gaspより精度(*)、早さは劣る

ものの早期に把握可能

(*)30分値が欠測した際に、通信不良か

停電か区別がつかないため

• Last Gaspより精度(*)、早さは劣る

ものの早期に把握可能

(*)ポーリングに反応しない際に、通信不

良か停電か区別がつかないため

大規模停電時

（数百件以

上）

• 実運用上、停電の瞬間の各戸の

通電状況は活用が難しい

• 高圧線以上も含めて広いエリア

で同時多発的に停電が起こると、

各スマメから発せられるLast 

Gasp信号が、通信容量の問題

から一部欠損が発生する

• 高圧線レベルでの停電が解消した

あとに復帰報告が上がってないスマ

メは低圧レベルで通電していない可

能性があり、低圧線での引込線の

断線把握につながる

• 高圧線レベルでの停電が解消した

あとに、対象地域にポーリングを掛け

ることで、死活状態を確認し、低圧

線での引込線の断線把握につなが

る

費用感 • 昨年度時点の概算は1,521億 各社システム改修等

で実現可能

既存の30分値の有効活

用にて実現可能
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【参考】改正電気事業法(2022年4月施行)に基づいて、一般送配電事業者から地方自治

体等に対して通電情報等の電力データ提供が行われる

現在、通電情報(スマメの30分値)提供等に必要なシステム整備の議論が進められている

30分値活用ユースケース例

◼ 2020年6月に成立した改正電気事業法において、災害復旧等のため、経済産業大臣から一般送配電事業者に対して、電力デー

タを地方公共団体等の関係行政機関に提供を求める仕組みを整備することが定められた。

◼ 具体的には、関係行政機関の求めに応じて、需要家の通電情報等を提供するよう、2020年7月1日付で、各一般送配電事業者

に要請。

◼ 本年1月の電力・ガス基本政策小委員会において、当該データ提供をより迅速化、充実化するために、システム整備を進める方針

を整理。具体的なスキーム等は、資源エネルギー庁の電力データ活用の在り方検討会で、現在検討が進められているところ。

⚫ 災害復旧や事前の備えに電力データを活用するため、昨年度の法改正により、経済産業大臣から電力会社に対して、地方公共団

体や自衛隊等へ電力データの提供を求める制度を措置（2020年6月成立、2022年4月施行予定）。

⚫ 第29回電力・ガス基本政策小委員会では、当該データの提供をより迅速化、充実化するために一般送配電事業者において、シス

テム整備を進める方針を整理した。

⚫ 当該システム整備については、一般送配電事業者において検討を進めているところであ るが、前回の検討会で提示したデータ項目を

自治体へ提供する前提で検討を進めて いるところ。

⚫ 通電情報だけでなく電力使用量等も含めた電力データを迅速に取得できれば、地方公共団体が被災エリアの施設、店舗、避難所

の停電状況や復旧状況を把握することに より、支援活動継続の判断、住民への適切な情報提供を行うこと、 など、レジリエンス強

化が可能になると考えられる。

⚫ 送配電事業者からは、災害等緊急時の電力データ活用のためのシステム構築費用は、今後精査が必要なるも、約100億円との試

算が報告された（5年間の維持費も含めた粗々の試算）。

第２回電力データ活用の在り方検討会 関連要旨抜粋

出所）第２回電力データ活用の在り方検討会 資料3よりNRI作成
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スマートメーターを活用した停電検知の方向性（まとめ）

◼ Last Gasp機能の搭載により、各戸・中小規模停電（数百件未満）に際しては、停電状況を直ちに把握できるこ

とにより、速やかな対応を実現できるという便益が認められる。

◼他方、その実現に当たっては、全メーターへの蓄電池の搭載が必要になるため、費用が大きくなる。

◼また、同機能は「停電検知」に活用ができるが、「停電復旧検知」に活用することはできない。

◼さらに、より詳細な実務を想定すれば、特に大規模停電（数百件以上）については、停電発生時よりも、高圧線

復旧時の各戸の通電状況を把握する方が引込線の断線把握に資すると考えられる。

◼加えて、各戸・中小規模停電についても、個別にポーリング（※１）を行う、又は常時送信される30分値（※2）を用

いれば、Last Gasp機能には劣るものの、現状と比較すれば、速やかな状況把握を行うことも可能であると考えられ

る。

（※１）ポーリング機能は、ユースケースごとに様々な活用が可能であるが、例えば、個別の停電状況を確認したり、大規模停電からの復旧時には、エ

リアを指定して一括でポーリングをかけるシステムを整備することで、より早期の状況把握が可能となることが期待される。

（※２）現在、災害等緊急時における自治体等へのデータ提供のためのシステムを構築中であり、このシステムを活用可能と考えられる。

◼以上を踏まえれば、停電の早期解消するという目的に照らして考えれば、各一般送配電事業者において、①速や

かな「停電検知」に加え、②大規模停電や各戸・中小規模停電からの速やか、かつ網羅的な「停電復旧検知」を

実現するため、既存機能である30分値データやポーリング機能を活用する社内体制及びシステムを構築することによ

り、より費用対効果の高い形での停電の早期解消が期待できると考えられる。

◼以上の再検討を踏まえ、次世代スマートメーターシステムにおける停電の早期解消に向けての機能としては、

Last Gasp機能の搭載に代えて、一般送配電事業者において上記①②を実現するための社内体制及びシステムを

構築することとし、後述のスマートメーター仕様の検討状況と併せて、その構築状況をフォローアップしていくことが有効。
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【参考】中部電力パワーグリッド資料ポーリングのユースケースについて 1/5
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【参考】中部電力パワーグリッド資料ポーリングのユースケースについて 2/5
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【参考】中部電力パワーグリッド資料ポーリングのユースケースについて 3/5



236Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】中部電力パワーグリッド資料ポーリングのユースケースについて 4/5
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【参考】中部電力パワーグリッド資料ポーリングのユースケースについて 5/5
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昨年度に引き続き、次世代スマートメーター制度検討会及び仕様検討WGを開催し、

セキュリティについては、「セキュリティ検討WG」を設置した。

検討会の構成

次世代スマートメーター制度検討会

スマートメーター

仕様検討ワーキンググループ

（仕様検討WG）

次世代スマートメーター

セキュリティ検討ワーキンググループ

（セキュリティ検討WG）

次世代スマートメーターを導入する際のサーバーセキュ

リティ上の課題や次世代スマートメーターに求められる

サイバーセキュリティ要件等を検討する

※今年度、新設

現行のスマートメーターは、2014年から本格導入が開始されており、スマートメーターの

検定期間が10年であり、2024年度から順次新たなメーターへの交換が始まる予定

であることから、電力やその周辺ビジネスの将来像を踏まえた新仕様とするべく、ス

マートメーター制度検討会を再開する

※昨年度から継続

※昨年度から継続

仕様検討にあたり前提とするユーザーのニーズの整理、

技術的な観点からの検討を行う

検討会の構成
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次世代スマートメーター制度検討会の概要

◼電力やその周辺ビジネスの将来像を踏まえた新仕様とするべく、スマートメーター制度検討会を再開され、2020年9

月8日に第1回が開催され、有識者による委員、オブザーバーからの専門的な助言を踏まえ、2021年2月18日には中

間とりまとめが整理された。

◼今年度は、引き続き開催し、第6回～第8回の計3回を開催し、事務局ではその運営を行った。

◼第8回では検討会とりまとめ（案）を提示し、審議いただいた。

委員名簿 ※敬称略

〇座長 森川 博之 東京大学大学院工学系研究科 教授

〇委員（五十音順） 芦刈 宏士 九州電力送配電株式会社 執行役員 配電本部長

石井 英雄 早稲田大学 スマート社会技術融合研究機構 研究院教授

梅嶋 真樹 慶應義塾大学大学院 政策・メディア研究科 特任准教授

岡 敦子 日本電信電話株式会社 執行役員 技術企画部門長

岡 俊彦 中部電力パワーグリッド株式会社 副社長執行役員

城口 洋平 ＥＮＥＣＨＡＮＧＥ株式会社 代表取締役CEO

白坂 成功 慶應義塾大学大学院システムデザイン・マネジメント研究科 教授

田中 誠 政策研究大学院大学 教授

中桐 功一朗 ＫＤＤＩ株式会社 執行役員（エネルギービジネス担当）

西村 陽 大阪大学大学院 工学研究科 ビジネスエンジニアリング専攻 招聘教授

林 泰弘 早稲田大学理工学術院先進理工学研究科 教授

原 郁子 公益社団法人日本消費生活アドバイザー・コンサルタント・相談員協会 理事・東日本支部副支部長

松浦 康雄 関西電力送配電株式会社 理事（配電部担当、情報技術部担当）

松村 敏弘 東京大学社会科学研究所 教授

本橋 準 東京電力パワーグリッド株式会社 常務執行役員



241Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

（つづき）

回 開催日 開催方法 議題

第６回 2021年9月1日（水） Web会議によ

る開催

• 今年度の論点について

• 共同検針IF 会議の検討結果について

• 次世代スマートメーター仕様統一の検討状況について

• 次世代スマートメーターの標準機能の検討等について

第７回 2021年12月17日（金） Web会議によ

る開催

• 低圧・高圧特高メーターの標準機能について

• フォローアップについて

第８回 2022年3月8日（火） Web会議によ

る開催

• スマートメーターの標準機能について

• フォローアップについて

開催経緯
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スマートメーター仕様検討ワーキンググループの概要

◼仕様検討にあたり前提とするユーザーのニーズの整理、技術的な観点からの検討を行うため、2020年9月29日に第1

回が開催され、有識者、システムベンダー、一般送配電事業者委員等の専門家によるメンバーにおいて、討議が行

われた。

◼今年度は、引き続き開催し、第3回を開催し、事務局ではその運営を行った。

メンバー※敬称略、50音順（所属、役職は開催当時のもの）

石井 英雄 早稲田大学スマート社会技術融合研究機構研究院教授

猪熊 基博 沖電気工業株式会社第二営業本部営業第二部担当部長

梅嶋 真樹 慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科特任准教授

川島 直人 大崎電気工業株式会社営業本部電力営業統括部

黒川 冬樹 東光東芝メーターシステムズ株式会社事業企画部技術担当部長兼開発部参事

黒澤 怜志 三菱電機株式会社電力システム製作所

電力ICT センター電力デジタルエナジーシステム開発部システム開発第一課

後藤 洋志 中部電力パワーグリッド株式会社電子通信部通信システムＧグループ長

斉藤 思温 ENEOS 株式会社電気事業部電気事業開発１グループ チーフスタッフ

杉﨑 充宏 日本電気計器検定所検定管理部型式試験グループ

竹井 朋広 関西電力送配電株式会社系統運用部通信Ｇ チーフマネジャー

西村 陽 大阪大学大学院工学研究科ビジネスエンジニアリング専攻 招聘教授

濱 大介 富士通株式会社社会システム事業本部セーフティサービス・ソリューション部シニアディレクター

平井 崇夫 グリッドデータバンク・ラボ有限責任事業組合 チーフディレクター

平尾 宏明 株式会社エナリスエナリスみらい研究所 カンパニープレジデント

藤木 武博 東京電力パワーグリッド株式会社スマートメーター推進室長

安江 仁 電気事業連合会情報通信部

柳谷 慎之輔 富士電機メーター株式会社技術・生産統括部技術部次長

山口 政一 株式会社日立製作所社会システム事業部エネルギーソリューション本部

デジタルソリューション部担当部長

渡辺 直一郎 九州電力送配電株式会社系統技術本部通信技術グループ長

回 第3回

開催日 2021年6月4日（金）

開催方法 Web会議による開催

議題 • 特高・高圧・発電スマート

メーターのユースケース

• B ルート通信方式の検討

• 特例計量器の活用

• サイバーセキュリティ対策

開催経緯
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次世代スマートメーターセキュリティ検討ワーキンググループの概要

◼次世代スマートメーターを導入する際のサーバーセキュリティ上の課題や次世代スマートメーターに求められるサイバーセ

キュリティ要件等の検討を行うため、サイバーセキュリティの有識者、専門家等より構成した「次世代スマートメーターセ

キュリティ検討WG」を設置し、専門的な視点から助言を得た。次世代スマートメーターセキュリティ検討WGは本事業

期間内に４回の会合を開催し、事務局にてその運営を行った。

回 開催日 開催方法 議題

第１回 2021年5月7日（金） Web会議によ

る開催

・スマートメーターのサイバーセキュリティ対策の現状について

・次世代スマートメーターのサイバーセキュリティ対策について

第２回 2021年8月3日（火） Web会議によ

る開催

・現行スマートメーターシステムに係るリスクアセスメントについて

・次世代スマートメーターシステムに係るリスク及び対策について

第３回 2021年11月9日（火） Web会議によ

る開催

・本日の論点

・次世代スマートメーターシステムに関するリスクアセスメントについて

・標準対策要件に新しく盛り込むべき事項について

第４回 2022年1月26日（水） Web会議によ

る開催

・詳細対策要件に新しく盛り込むべき事項について

・次世代スマートメーターセキュリティ検討ワーキンググループとりまとめについて

開催経緯

委員名簿 ※敬称略

〇座長 佐々木良一 東京電機大学 大学研究推進社会連携センター 顧問 客員教授

〇委員（五十音順） 梅嶋 真樹 慶應義塾大学 政策・メディア研究科 特任准教授

桑名 利幸 情報処理推進機構 セキュリティセンター セキュリティ対策推進部 副部長

小林 和真 京都産業大学 情報理工学部 教授

佐々木弘志 フォーティネットジャパン株式会社 OTビジネス開発部 部長

松本 勉 横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授

渡辺 研司 名古屋工業大学大学院 社会工学専攻 教授
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基本的な考え方

◼ガイドラインでは、特定計量制度（以下、本制度）において民間規格等を活用できることとされており、民間規格

等を策定することで、事業者は本制度をより柔軟に活用することが可能となる。

◼ここでは、ガイドライン案を受けた業界での検討状況として、 日本電機工業会（以下、「JEMA」）で設置されたWG

での検討状況と、そこでの議論を踏まえた課題を整理し、それを踏まえ、ガイドライン案に追記することが効果的と考

えられる事項及びQ&Aとして整理しておくことが効果的と考えられる事項についてまとめた。

◼なお、後述する通り、同WGでの討議の上まとめた規格案は、 「半導体電力変換システム及び装置の電力量検査

方法」（JEM1514）は、2021年12月17日に制定されている。
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JEMA-WGの規格化対象と範囲

◼ガイドラインをもとに、PCSや蓄電池等の小型分散型電源システムの計量方法に関するJEM規格を策定。

◼規格名称は「半導体電力変換システム及び装置の電力量検査方法」（JEM1514 2021年12月17日制定）。

発電設備等 電力量

系統連系方式太陽光発電システム
・交流出力電力量（発電電力量）

・自立出力電力量（自立運転 時の発電電力量）

系統連系方式蓄電システム

・交流出力電力量（放電電力量）
・交流入力電力量（充電電力量）
・自立出力電力量（自立運転時の発電電力量）

スタンドアロン方式蓄電システム ・交流出力電力量（蓄積エネルギー運転時の放電電力量）

系統連系方式燃料電池システム
・交流出力電力量（発電電力量）

・自立出力電力量（自立運転時の発電電力量）

系統連系方式電気自動車充放電システム

・交流出力電力量（放電電力量）
・交流入力電力量（充電電力量）
・自立出力電力量（自立運転時の放電電力量）

系統連系方式マルチ入力システム

※ 蓄電池と太陽光等の複合システムを含む

・交流出力電力量（逆方向電力量）
・交流入力電力量（順方向電力量）
・自立出力電力量（自立運転時の発電・放電出力電力量）

規格化対象（下記を１つの規格として取りまとめ）
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ガイドライン案の基準の明確化

◼ここでは、以下の2つの観点からガイドラインの基準の明確化を行った。

⚫ JEMA-WGにおける議論を踏まえたガイドライン案への情報追記

• JEMA-WGでの議論において、制度上重要な論点でありガイドライン案へ追記することが効果的と判断された事項があっ

た。

• こうした事項について、ガイドライン案のアップデートが必要な事項として整理した。

⚫ JEMA-WGにおける議論、届出様式の検討を踏まえたQ&Aの用意

• 届出事業者からの問い合わせが想定される事項については、Q&Aとして用意しておくことが効果的と判断された事項が

あったため、Q&Aとして用意することとした。

◼以下では、JEMA-WGでの議論を踏まえ、ガイドライン案への追記事項やQ&Aへの記載事項に関する検討結果及

びQ&A案を示す。
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Q&A案

◼以上の検討を踏まえ、Q&A案を作成した。

＃ Q A

届出事項

1
届け出は特例計量器の型名ごとに行うのか、それとも個々の特例計量器ご
とに行うのか？

「特例計量器の型名」ごとに届け出を行うようにしてください。

2
届出様式を作成するにあたって、複数の型名の特例計量器を使って特定
計量を行う場合はどのように記載すればよいか？

①特例計量器の型名を記載する欄にすべて記載いただく、もしくは②別紙
として届出を行う特例計量器の型名全てを記載したものをご用意ください。
②の場合は、型名ごとに「様式第83の13」と「様式第83の14」との対応関
係が分かるように様式を記載するようにしてください。

3
使用する特例計量器の種類が追加された場合にどのような届出が必要
か？

変更届により、都度届け出る必要があります。

4
事業部ごとに特定計量の内容が異なるため、事業部ごとに届出ることは可
能か？

「者」ごとの届出が必要になるため、まとめて届け出ていただくか、すでに届け
出がある会社で使用する特例計量器が追加される場合には、変更届出に
より届け出る必要があります。
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Q&A案（つづき）

＃ Q A

特例計量器の検査内容

5
精度階級の精度は、すべての性能試験の条件においてそれを上回っている
ことが必要か？

すべての条件で必要な精度を上回ることが必要です。ただし、知見のある有
識者によって検討された特定計量制度の要件を満たす規格等により、試
験条件等の考え方が整理されている場合においては、その規格に基づく性
能試験に則って試験を実施し、適合性を判断することが可能です。

6

国家標準にトレーサブルな標準器等の考え方について、ガイドラインでは
「公差に係る基準への適合性の検査において、国家標準にトレーサブルな
標準器等を使用していること」と整理されているが、具体的には、どのような
機器が想定されているのか？

国家標準にトレーサブルな標準器とは、基準電力量計に相当する標準器、
公差を試験するための試験設備に組み込まれている標準計器用変成器
等が該当します。なお、その他の設備においても、定期校正や点検等を行
うことで設備を適切に運用することが求められます。

7

既存のパワコン（特定計量制度の要件を満たさない）に、計量機能を有
するオプション機器（例：計測器）を設置し、その機器で計量点を計量し
たい場合は、実施しなければならない試験対象はオプション機器のみでよい
のか。

ガイドラインにおいて「電気計器の検査の実施にあたっては、電気計器の検
査対象範囲を明確にし、電気計器本体の付属機器を用いて計量を行う
場合などは、計量機能の性能を確保できる範囲にて試験を実施することが
必要である。」と記載している通り、計量機能の性能を確保できる範囲で試
験をすることが必要です。ついては、オプション機器のみで計量点の計量を
行っている場合等であれば、オプション機器に対してのみ試験を実施すれば
良いと考えられます。

8
オプション機器（例：外部CT）を電気計器に接続することで計量を行う
場合、計量機能の適合性を判断するためには電気計器とオプション機器の
一体的な評価が必要か。

計量点の計量の正確性を確認できる検査を行う必要があることから、電気
計器とオプション機器を組み合わせて計量を行う場合は一体的な評価が必
要となると考えられます。
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昨年度の検討概要

◼前提

⚫ 一般送配電事業者とアグリゲーター間の取引については、第27回電ガ小委（2020/7/28）において、「一般送配電事業者の

送電網を介した取引（電力市場での取引等）で用いる場合、スマートメーター等の特定計量器に求められている計測精度

（500kW未満の取引：使用公差3%、検定公差2%）と同等以上の精度を求めることとする」と整理された。

⚫ 第2回特定計量検討委員会では、アグリゲートにより誤差のばらつきは相当程度改善すると考えれることから、「複数の計量器

をアグリゲートした場合の誤差のばらつきがどの程度改善するか」について検討を行う方向性が示された。

⚫ 第3回特定計量検討委員会では、より具体的に、「アグリゲートした値の誤差が、高い信頼度で、特定計量器に求められてい

る公差に収まっている」の条件を以下の通り整理した。

◼アグリゲートに求められる条件（詳細は、第3回特定計量検討委員会資料3参照：次ページ以降）

⚫ 【条件①】アグリゲート対象となる個々の計量器の誤差や型名の誤差平均値などが把握でき、ゼロ近傍であること

⚫ 【条件②】アグリゲート対象となる個々の計量器や型名のばらつきなどが把握でき、極端な偏りが見られないこと

⚫ 【条件③】アグリゲート対象数が、ばらつきを低減するために十分な数であること

⚫ 【条件④】アグリゲート対象となる計量規模に大きな偏りがないこと

⚫ 【条件⑤】複数の型名の計量器をアグリゲート対象とする場合は、それを前提に高い信頼度で誤差が一定の公差に収まってい

ることの評価が行われていること
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【参考】アグリゲートに求められる条件

出所）第3回 特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会 資料3
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【参考】アグリゲートに求められる条件

出所）第3回 特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会 資料3
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【参考】アグリゲートに求められる条件

出所）第3回 特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会 資料3
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【参考】アグリゲートに求められる条件

出所）第3回 特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会 資料3
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【参考】アグリゲートに求められる条件

出所）第3回 特定計量制度及び差分計量に係る検討委員会 資料3
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本調査の検討方針

◼上述の通り、整理した条件は定性的であることから、本調査においては、アグリゲートされる計量値が特定計量器に

求められている計測精度と同等以上の精度を担保できているとアグリゲーターが判定するにあたり、より具体的な条

件の設定／判定方法を策定し、その妥当性を検証した。

◼また、こうした条件、判定方法を活用した運用方法についても検討した。

1.2.1 条件の設定／判定方法の

基本的な考え方

1.2.1.1 アグリゲートの誤差の特性と

基本的考え方

1.2.1.2 特性に基づく条件設定／判

断の運用方法の方向性の検討

1.2.2 条件の設定／判定方法の

策定と検証

参考：加重平均による方法の妥当性

の検証結果

1.2.3 条件、判定方法を活用した

運用方法の検討

1.2.2.1 単一型名のアグリゲートの条

件の設定／判定方法

1.2.2.2 複数型名のアグリゲートの条

件の設定／判定方法

条件の設定/判定の難しさを改めて整理し、条

件の設定/判定方法の検討にあたっての基本的

な考え方を整理

条件として、アグリゲートする必要台数を設定す

ることを整理し、複数の型名を組み合わせた場

合に加重平均を行う方向性を整理

シミュレーションによる単一型名のアグリゲートの

条件の設定／判定方法を検討

加重平均による複数型名のアグリゲートの条件

の設定／判定方法を検討

加重平均による複数型名のアグリゲートの条件

の設定／判定方法を妥当性を検証

全数／抜取といった試験方法の違い、単一型

名、複数型名の場合といったアグリゲートの違い

応じて、策定した条件の設定／判定方法をど

のように運用するかを検討

調査の枠組みと内容の概要











266Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

【参考】特例計量器の精度階級

出所）特定計量制度に係るガイドライン
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特定計量の内容によって、使用する特例計量器の公差、型名の誤差、計量器数、計量規模

が異なることから、そのバラエティに即した要件設定が必要となる

特定計量の内容のバラエティ

公差の

ばらつき
型名の誤差

のばらつき

アグリゲートの

誤差
アグリゲートす

る計量器数

公差の小さい計量

器が多い

公差の大きい計量

器が多い

様々な公差の計量

器が混在

誤差平均値がゼロ

近傍

誤差の平均値がゼロ

近傍とは言えない

多い

少ない 大きい

小さい

× × ＝

アグリゲートの

条件との対応

【条件①】

誤差の平均値がゼロ近傍

【条件②】

型名に偏りがない

【条件③】

十分な数がある

計量規模

偏りがない

偏りがある

×

【条件④】

計量規模に偏りがない

【条件⑤】

誤差が一定の公差に収まっている

例えば、

• 公差の小さい計量器が多ければ、型名の誤差のばらつきが大きくても、計量規模に偏りがあっても、アグリゲートする計量器数は少なくてもかまわない

• 公差の大きい計量器が多ければ、型名の誤差の平均値はゼロ近傍であり、計量規模に偏りがなく、アグリゲートする計量器は多いことが望ましいが、

型名の誤差のばらつきが小さく、計量規模に偏りが無ければ、アグリゲートする計量器数は少なくても良い

• 様々な公差の計量器が混在している場合には、公差が大きい計量器が多い場合に準じるが、多少要件は緩くなる

特
定
計
量
の
内
容
の
バ
ラ
エ
テ
ィ
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【参考】条件のトレードオフ

n1

0.9%

公差

0.9%

個々の計器の

誤差

0.17%

個々の計器の

誤差を平均した

型名の平均値

-0.9%

-0.5%

計量規模

10kW

300kW

50kW

個々の計測器の

計測値

アグリゲートされた

計測値

10.09kWh

297.3kWh

49.75kWh

357.14kWh
-2.86kWh

（-0.806%）

誤差

公差の小さい計量器が

多ければ、型名の誤差の

ばらつきが大きくても、計

量規模に偏りがあっても、

アグリゲートする計量器

数は少なくてもかまわない

型名の誤差のばらつきが

小さく、計量規模に偏り

が無ければ、アグリゲート

する計量器数は少なくて

も良い

偏りがある偏りがある

n7

10%
-2%

-5%

8%

-9%

10kW

20kW

30kW

10.5kWh

21.6kWh

27.3kWh

59.4kWh
-0.6kWh

（-1%）

大きい 小さい

偏りがない

小さい
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最悪ケースを想定し、条件を設定する。

条件設定の基本的な考え方

◼すべてのケースを想定した条件を定めることは現実的ではない。

◼最悪ケースで厳しい条件を設定し、将来的に必要に応じて規模の大きい実証や量産に伴い収集される試験結果を

活用したシミュレーションを行うなどにより条件を緩和する、こととした。

平均値がゼロ近傍

かつ

ばらつきが少ない

平均値がゼロ近傍

だが

ばらつきが多い

平均値がゼロ近傍

ではなく、

ばらつきも多い

アグリゲートの計量値は

公差に収まりやすい

公差に収まりにくい

大数の法則でサン

プル数が少なくても

真値近傍に収束

する

大数の法則でサン

プル数がある程度

あれば真値近傍に

収束する

誤差が大きい計

量器に、計量規

模が大きい需要

家が当ると公差に

収まらない可能性

がある

C

1

2

3

例えば、性能の異なる複数型

名の組み合わせの場合には、

条件を安全サイドで設定する。

平均値及びばらつきに応じたアグリゲートした計量値の誤差の発生可能性
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届出事業者の使用前等検査の型名別の試験結果の集計値を用いてアグリゲートの可否を

判定する

アグリゲートする特例計量器に応じた判定の流れ

利用する特例計

量器にn3未満の

ものを含むか？

検証不要

全数検査により高

階級製品の選別

を行っているか*

複数の型名のもの

を含むか

*選別を行い、低階級品をア

グリゲートに利用している場合

（抜取検査と混合の場合を

含む）

Yes

No

Yes

No

個々の特例計量器の誤

差と取引規模からアグリ

ゲートの集計値が基準を満

たすことを検証する

④全数検査

×複数型名の判定Yes

No
③全数検査

×単一型名の判定

全数検査か、抜

取検査か

全数検査

抜取検査 複数の精度階級

のものを含むか

②抜取検査

×複数型名の判定Yes

No
①抜取検査

×単一型名の判定





273Copyright（C） Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

特例計量器の誤差の特性、需要家規模を複数パターン用意し、パターンごとに必要な需要家

数がどのくらい必要かを判断する

判断における条件

抜き取り検査か全

数検査か

型名の誤差の平均

値の絶対値

型名の誤差のばら

つき

精度階級 需要家規模のばら

つき

高い信頼度で誤差

が一定の公差に収

まるために必要な需

要家規模

抜き取り検査

か全数検査か

誤差の平均

値の絶対値を

3～5パターン

程度設定

誤差の標準

偏差（全数

検査の場合は

公差外の排

除前）を3～

5パターン

精度階級

計量規模を

対数正規分

布に当てはめ

た時の標準偏

差を3～5パ

ターン

左記の条件に

応じて公差内

に収まるために

必要な需要

家規模をシ

ミュレーションに

より設定

特例計量器の特性

特例計量器の特性に応じた条件設定の考え方

条件設定

C
次ページ以降で、以下の4つのパターンについて、必要な需要家数の設定の考え方を示す

④全数検査

×複数型名の判定

③全数検査

×単一型名の判定
②抜取検査

×複数型名の判定

①抜取検査

×単一型名の判定
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需要家数

5.5%

5.0%

4.5%

4.0%

3.5%

3.0%

2.5%

2.0%

1.5%

1.0%

単一型名では、シミュレーションによって、計量器の誤差の平均値、標準偏差、需要家規模の

ばらつきに応じて、必要最少需要家数を設定できる。

必要最少需要家数の設定

◼以下のケースでは、誤差の標準偏差が大きくなるに応じて、必要となる最少需要家数は大きくなる。

0.3%の確率でアグリゲート

した誤差が3%となるライン

誤差の標準偏差

誤差の標準偏差

が1%の場合

誤差の標準偏差

が1.5%の場合

誤差の標準偏差

が2%の場合

必要最少需要家数の設定（＝誤差が±3%を超える確率が0.3%となる需要家数を確認する）

（階級値n7、誤差の平均値2%、需要家規模のばらつき*10の場合を10,000回のシミュ―レーションしたケース）

*需要家規模のばらつきは需要家の個々の計量規模が対数正規分布に従うと仮定した場合の平均値に対する標準偏差の値。

30
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いくつかのケースで加重平均の妥当性が検証できれば良いと考えた。

加重平均の有効性の検証方法の基本的な考え方

◼すべてをシミュレーションでやることは現実的ではない。

◼加重平均がシミュレーションと同等の精度を有していることを検証できれば、個々の階級値の加重平均を基準とすれ

ばよい。検証にあたっては、極端なケースを数パターン実施すればよいのではないか。

◼ 2つのものの加重平均が成り立てば、3つ以上の加重平均も成り立つ。

階級：n3、n4、n5、n6、n7（5パターンの順列組み合わせ＝最大10パターン）

抜取の場合（10×10×9＝900）

計量器の誤差の平均：最大±2%（1%きざみなら同じ組み合わせ＝3、同方向＝3、反対方向＝4＝合計最大10パターン）

需要家規模のばらつき：3パターン×3パターン＝9パターン

全数の場合（900×9＝8100）

計量器の誤差の平均：最大±2%（1%きざみなら最大5パターン）

計量器の誤差のばらつき：3パターン×3パターン＝9パターン

需要家規模のばらつき：3パターン×3パターン＝9パターン
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「需要家規模が一定の場合」と同様、シミュレーションの結果、加重平均で運用上問題ないこ

とが確認できた。

加重平均の妥当性検証結果例

n6とn7の計量器の組み合わせ例

C
シミュレーションで得られた必要最少需要家数は、加重平均よりも概ね小さく、加重平均で得られ

る必要最少需要家数を目安とすれば、誤差±3%の割合が0.3%を超えることはないと考えられる。

0

500

1000

1500

2000

2500

0% 20% 40% 60% 80% 100%

必
要
需
要
家
数

n6の割合

計器1 誤差 需要家規模 計器2 誤差 需要家規模

平均 標準偏差ばらつき 平均ばらつき ばらつき

全数モデル n6 2% 5% 1 n7 2% 5% 5

シミュレーション

加重平均
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特定計量届出書

様式案 記載例・記載要領案

ガイドライン及び類似の他法令の様式、記載例を踏まえ、様式及び記載例案を作成した。
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説明書（特定計量の内容①）

記載例・記載要領案様式案
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説明書（適正確保の措置①）

様式案 記載例・記載要領案
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特定計量変更届出書

様式案 記載例・記載要領案





（様式２）

委託事業名 同上

受注事業者名 株式会社野村総合研究所

頁 図表番号
65
65
67
83
83

93

94
113
115

Bルートを活用した見える化・デマンド制御の例

タイトル
802.11ah規格の特徴

802.11ahの活用
IEEE 802.11規格の変遷と多様化

二次利用未承諾リスト

報告書の題名 令和３年度エネルギー需給構造高度化対策に関する調
査等事業 次世代スマートメーターの標準機能を踏まえた論点等の検討
 及び特定計量制度に係るガイドライン案を踏まえた詳細制度設計等に
係る調査

オンラインで完結する本人確認方法例

Bルートを活用したクラウドサービスの例
高圧メーター／変成器の設置場所（第1柱設置の

例）
変成器の負担の定格の状況

郵送の有無ごとの身元確認手法


